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ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日

支出負担行為担当官
会計担当内閣参事官 坂本 眞一

◎調達機関番号 005 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 53
 購入等件名及び数量 令和８年度防災庁自
動車運行管理業務 一式
 調達物品の仕様等 入札説明書による。
 納入期間 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
 電子入札システムの利用 本案件は、電子
調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ））の
電子入札機能利用対象調達案件である。なお、
電子入札によりがたい者は、入札説明書に定
める様式により、紙入札方式とすることがで
きる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者については、この
限りではない。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

 令和07・08・09年度内閣府所管競争参加資
格審査（全省庁統一資格）「役務の提供」（運送）
又は（その他）のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に
格付けされた関東・甲信越地域の競争参加資
格を有する者であること。
 内閣官房における物品等の契約に係る指名
停止等措置要領等に基づく指名停止を受けて
いる期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008914 東京都千代田区永田町１

６１ 内閣府大臣官房会計課契約第１係
石井 魁斗 電話0352532111 内線
82354
 入札説明書の交付方法 本公告の日から原
則、「電子調達システム」に掲載する。
 入札及び開札の日時及び場所 令和８年10
月20日午後２時 内閣府庁舎１階第１入札室
（郵送による場合は令和８年10月20日午前９
時30分までに必着のこと）

４ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SAKAMOTO Shinichi,

Counsellor Cabinet's Secretariat, Cabinet

 Classification of the products to be pro‑

cured : 53

 Nature and quantity of the products to be

purchased : FY2026 Vehicle Operation Ma‑

nagement for the National Disaster Man‑

agement Agency. 1set

 Delivery period : According to the bid ex‑

planation form.

 Delivery place : According to the bid ex‑

planation form.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the Consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade A, B, C or D on provision

of services (Transportation Services or

Other Services) in the Kanto‑Koshinetsu

Area in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by Cabinet Office

(Single qualification for every ministry

and agency) in fiscal years 2025, 2026 and

2027.

 not be suspended from transactions by

the request of the officials in charge of

contract.

 Time‑limit for Tender : 2 : 00 PM, 20 Oc‑

tober, 2026 (tenders submitted by mail until

9 : 30 AM, 20 October, 2026)

 Contact point for the notice : ISHII Kaito,

Contract 1 Section, Accounts Division, Mi‑

nister's Secretariat, Cabinet Office, 161
Nagata‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo 1008914
Japan TEL 0352532111 ext. 82354

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
内閣府大臣官房会計担当参事官 井出 英次
◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 船舶活用医療におい
て船内の受入態勢を整えるために必要な資器
材の購入 一式
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 調達物品の仕様等 入札説明書による。
 納入期間 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
 電子入札システムの利用 本案件は、電子
調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ））の
電子入札機能利用対象調達案件である。なお、
電子入札によりがたい者は、入札説明書に定
める様式により、紙入札方式とすることがで
きる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者については、この
限りではない。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度内閣府所管競争参加資
格審査（全省庁統一資格）「物品の製造」又は
「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に
格付けされた競争参加資格を有する者である
こと。
 内閣府本府における物品等の契約に係る指
名停止等措置要領等に基づく指名停止を受け
ている期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008914 東京都千代田区永田町１

６１ 内閣府大臣官房会計課契約第１係
田中 めぐ 電話0352532111 内線
82356
 入札説明書の交付方法 本公告の日から原
則、「電子調達システム」に掲載する。
 入札及び開札の日時及び場所 令和８年10
月15日午後３時 内閣府庁舎１階第１入札室
（郵送による場合は令和８年10月15日午前９
時30分までに必着のこと）

４ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IDE Eiji, Counsellor of

the Accounts Division, Minister's Sec‑

retariat, Cabinet Office

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Purchase of equipment and ma‑

terials required for the medical care system

with ships. 1 set

 Delivery period : According to the bid ex‑

planation form.

 Delivery place : According to the bid ex‑

planation form.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the Consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 have Grade A, B, C or D on Selling of

Products or Manufacturing of Prod‑

ucts in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by Cabinet Office

(Single qualification for every ministry
and agency) in fiscal years 2025, 2026 and

2027.
 not be suspended from transactions by

the request of the officials in charge of

contract.
 Time‑limit for Tender : 3 : 00 PM, 15 Oc‑

tober, 2026 (tenders submitted by mail until

9 : 30 AM, 15 October, 2026)
 Contact point for the notice : TANAKA

Megu, Contract 1 Section, Accounts Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Cabinet Office,

161 Nagata‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo
1008914 Japan TEL 0352532111 ext.
82356

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日

支出負担行為担当官
総務省統計局長 永島 勝利

◎調達機関番号 012 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 72
 購入等件名及び数量 2027年経済構造実態
調査及び2027年事業所・企業照会の実施等業
務の請負 一式
 調達件名の特質等 仕様書のとおり
 履行期間 仕様書のとおり
 履行場所 仕様書のとおり
 入札方法 総合評価落札方式を行うので、
入札金額を記載した入札書及び提案書を提出
すること。なお、落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の10％に相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、この限りでな
い。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

 令和７・８・９年度総務省競争参加資格
（全省庁統一資格）の「役務の提供等」の調
査・研究においてＡ又はＢの等級に格付けさ
れ、関東・甲信越地区の競争参加資格を有す
るものであること。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。なお、詳細については、入
札説明書のとおり。
 暴力団が実質的に経営を支配する者又はこ
れに準ずる者でないこと。

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている各種書類を令和８年10月15日午後
４時までに、４に示す場所に提出しなければ
ならない。なお、提出した各種書類について説
明を求められたときは、これに応じなければな
らない。
４ 入札書等の提出場所等
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1628668 東京都新宿区若松町19１総
務省第二庁舎 総務省統計局総務課支出負担
行為係 電話0352731122
E‑Mail g-futankoui@soumu.go.jp

 入札説明書の交付方法 政府電子調達（Ｇ
ＥＰＳ）へアクセスし入手すること。
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 入札説明会の日時及び場所 令和８年９月
７日午後４時 総務省第二庁舎１階105号室
入札説明会に参加しようとする者は、説明
会前日までに上記４へ入札説明会参加の旨
をメールで連絡すること。
 入札書等の受領期限 令和８年10月15日
午後４時迄
 開札の日時及び場所 令和８年11月５日
午後４時 総務省第二庁舎１階105号室

５ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書の作成の要否 要
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者、各種提出書類に虚偽又は不正の記
載をした者、入札者に求められる義務を履行
しなかった者の提出した入札書は無効とす
る。
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 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内の入札金額を提示し、なおかつ、
入札公告（これに係る入札説明書等を含む。）
で示す要件を満たしている提案をした者の中
から、入札説明書で定める総合評価の方法に
より、落札者を決定する。なお、詳細につい
ては、入札説明書のとおり。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NAGASHIMA Katsu‑

toshi, Director General, Statistics Bureau,

Ministry of Internal Affairs and Communi‑

cations.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 72

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Implementation of the Annual

Business Survey and inquiry operation to

enterprises and establishments 1 set.

 Delivery period : As the specification.

 Delivery place : As the specification.

 Language and currency which tender

shall use in tendering procedures : Japanese

and Japanese currency.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under conservator

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause,not
come under Article 71 of the Cabinet Order

concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting, satisfy the Grade A or Grade B
qualification that is research on offer of

services etc. in the Kanto・Koushinetsu
district. These qualifications are specified

in tender by Ministry of Internal Affairs

and Communications (single qualification

for every ministry and agency), in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027. have the quali‑
fication according to the Article 73 of the

Cabinet Order.

 Time limit for tender : 4 : 00 P.M. 15 Oc‑

tober, 2026.

 Contact point for the notice : Contract

Unit, General Affairs Division, Statistics

Bureau, Ministry of Internal Affairs and

Communications, 191 Wakamatsu‑cho

Shinjuku‑ku, Tokyo 1628668 Japan TEL
0352731122.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日

支出負担行為担当官
東京税関総務部長 荒巻 英敏

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 ７
 購入等件名、区分及び数量
⒜ 税関職員用制服
男性上衣 556着
男性下衣 556着
女性上衣 456着
女性下衣 456着
⒝ 税関職員用盛夏服シャツ
男性シャツ半袖 2340着
女性シャツ半袖 1225着

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月26日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の110分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。

 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、「物品の製造」
又は「物品の販売」で「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争
参加資格を有する者、又は、当該競争参加資
格を有していない者で、入札書の受領期限ま
でに競争参加資格審査を受け、競争参加資格
者名簿に登載された者であること。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 その他 詳細は入札説明書による。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒1358615 東京都江東区青海２７11
東京税関総務部会計第一課調達専門官 中
川 敬志 電話0335996240
 入札説明書の交付方法 入札説明書は、「調
達ポータル」を利用して取得すること。
紙による交付を希望する場合の交付場所及
び問い合わせ先はのとおり。
 仕様書等の交付方法 仕様書等を交付する
にあたり、本件調達役務の機密保持の必要性
から、本件調達に係る「機密保持に関する誓
約書」を提出した者に対してのみ、仕様書等
を交付する。
 入札書の受領期限 令和８年10月22日17時
00分
 開札の日時及び場所
⒜ 令和８年10月23日14時00分
⒝ 令和８年10月23日16時00分
東京港湾合同庁舎７階東京税関入札室

 及びについては、電子調達システムに
おいてシステム障害が発生した場合には、別
途通知する日時に変更する場合がある。

４ 電子調達システムの利用
本件は、調達ポータルを利用した応札及び入
開札手続きにより実施するものとする。但し、
紙による入札書の提出も可とする。詳細につい
ては、入札説明書のとおり。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。但し、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低の価格をもって入札した者を落
札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
のとおり。
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : ARAMAKI Hidetoshi,

Director of the Coordination Division

Tokyo Customs.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 7

 Nature and quantity of the products to be

manufactured :

⒜ Article : Customs uniform Quantity :

556 men's jackets, 556 men's trousers, 456

women's jackets, 456 women's trousers,

⒝ Article : Customs midsummer uniform

Quantity : 2,340 men's short sleeve shirts,

1225 women's short sleeve shirts,
 Delivery period : 26 March 2027.

 Delivery place : As in the tender do‑

cumentation.


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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 70 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 Not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 Have Grade A, B or C in the Ma‑

nufacturing or Selling in terms of the

qualification for participating in tenders

by the Kanto・Koshinetsu area related to
the Ministry of Finance (single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 Have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

 A person whose business situation or

trustworthiness is deemed not to have

significantly deteriorated and whose

proper performance of a contract can be

guaranteed.

 Time‑limit for tender : 5 : 00 PM, 22 Octo‑

ber 2026.

 Contact point for the notice : NAKA‑

GAWA Takashi, Procurement Section, Ac‑

counting Division, Tokyo Customs, 27
11 Aomi Koto‑ku Tokyo 1358615 Japan,
TEL 0335996240.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 15、71、27
 調達件名及び数量
ＤＮＡシーケンサの制御用・解析用ＰＣの
交換及びＯＳ等更新業務一式
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約日から令和９年３月19日ま
で
 履行場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所
 入札方法 入札金額は総価で行う。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。
 政府電子調達（ＧＥＰＳ）の利用 本案件
は、ＧＥＰＳで行う。なお、ＧＥＰＳにより
がたい者は、支出負担行為担当官に書面によ
り申し出た場合に限り紙入札方式によること
ができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、厚生労働省
大臣官房会計課長から「物品の販売」でＡ、
Ｂ又はＣ等級に格付けされ、関東・甲信越地
域の競争参加資格を有する者であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 照会先
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２中央合同庁舎第５号館11階（８号室）
厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班契
約第三係 鳩岡 電話 0352531111（内
線7920）
なお、入札説明書は、調達ポータルサイト
において入手すること。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない
（質問等はメールで対応）
 入札書の提出期限 令和８年10月15日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月19日14
時00分 厚生労働省入札室（中央合同庁舎第
５号館地下１階）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期
日までに提出しなければならない。入札者は、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければな
らない。
また、入札に参加を希望する者は、上記証
明書類とあわせて暴力団等に該当しない旨の
誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書及び入札説明書に示した無効となる入
札書の類型に該当する入札書は無効とする。
また、入札に参加した者が、の誓約書を
提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓
約書に反することとなったときは、当該者の
入札を無効とするものとする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IKEGAMI Naoki, the

Obligating Officer, Director of Accounts Di‑

vision, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour andWelfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 15, 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Services for the replacement of

PCs used for DNA sequencer control and

analysis, and for the updating of operating

systems and related software programs

 Services period : From a contract day to

March, 19, 2027

 Services place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clauseNot
come under Article 71 of the Cabinet Order

concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting Are not being suspended from
transactions by request of the officials in

charge of contract Have Grade A, B,
or C on Sale of products in the Kanto‑

Koshinetsu Area in terms of qualification

for participating in tenders by Ministry of

Health, Labour and Welfare (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027 Prove to
have no false statement in tendering docu‑

ments Prove neither the business condi‑
tion nor credibility is deteriorating Meet
the qualification requirements which the

Obligating Officer may specify in accor‑

dance with Article 73 of the Cabinet Order


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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 ４
 調達件名及び数量
医療用ガウン（アイソレーションガウン（不
織布製））185万4000枚の購入
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約日から令和９年３月31日ま
で
 履行場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所
 入札方法 入札金額は単価で行う。
国の物品等又は特定役務の調達手続の特例
を定める政令第10条第１項の規定により、予
定価格を超えない単価の入札者のうち、低価
の入札者から順次185万4000枚に達するまで
の入札者をもって落札者とする。ただし、次
のとおり各入札者の調達の上限と下限を設定
する。
上限 92万7000枚 下限 18万5400枚
最後の順位の落札者の入札数量が他の落札
者の数量と合算して調達数量を超えるとき
は、その超える数量については、落札がなかっ
たものとする。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額（単価）に当該金額の10パーセ
ントに相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数金
額を切り捨てるものとする。）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。

 政府電子調達（ＧＥＰＳ）の利用 本案件
は、ＧＥＰＳで行う。なお、ＧＥＰＳにより
がたい者は、支出負担行為担当官に書面によ
り申し出た場合に限り紙入札方式によること
ができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、厚生労働省
大臣官房会計課長から「物品の製造」又は「物
品の販売」でＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 照会先
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２中央合同庁舎第５号館11階（８号室）
厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班契
約第三係 松永 電話0352531111（内線
5291）
なお、入札説明書は、調達ポータルサイト
において入手すること。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない
（質問等はメール・電話で対応）
 入札書の提出期限 令和８年10月15日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月19日14
時00分 厚生労働省入札室（中央合同庁舎第
５号館地下１階）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期
日までに提出しなければならない。入札者は、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければな
らない。
また、入札に参加を希望する者は、上記証
明書類とあわせて暴力団等に該当しない旨の
誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書及び入札説明書に示した無効となる入
札書の類型に該当する入札書は無効とする。
また、入札に参加した者が、の誓約書を
提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓
約書に反することとなったときは、当該者の
入札を無効とするものとする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IKEGAMI Naoki, the Ob‑

ligating Officer, Director of Accounts Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour andWelfare
 Classification of the services to be pro‑

cured : 4
 Nature and quantity of the services to be

required : Purchase of 1854000 medical
gowns
 Services period : From a contract day to

March, 31, 2027
 Services place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the

Budget, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that

obtained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause Not come under Article 71 of the
Cabinet Order concerning the Budget, Au‑

diting and Accounting Are not being sus‑
pended from transactions by request of the

officials in charge of contract Have
Grade A, B, or C on manufacture of

product or Sale of product in the Kanto‑

Koshinetsu Area in terms of qualification

for participating in tenders by Ministry of

Health, Labour and Welfare (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027 Prove to
have no false statement in tendering docu‑

ments Prove neither the business condi‑
tion nor credibility is deteriorating Meet
the qualification requirements which the

Obligating Officer may specify in accor‑

dance with Article 73 of the Cabinet Order
 Time‑limit for tender : 12 : 00 October, 15,

2026
 Contact point for the notice : MATSU‑

NAGA Procurement Section, Accounts

Division, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour and Welfare, 122
Kasumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo 100
8916 Japan TEL 0352531111 (ext. 5291)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 ４
 調達件名及び数量

医療用ガウン（プラスチックガウン）123
万6000枚の購入

 Time‑limit for tender : 12 : 00 October, 15,

2026

 Contact point for the notice : HATOOKA

Procurement Section, Accounts Division,

Minister's Secretariat, Ministry of Health,

Labour and Welfare, 122 Kasumi‑
gaseki Chiyoda‑ku Tokyo 1008916 Japan
TEL 0352531111 (ext. 7920)
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 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約日から令和９年３月31日ま
で
 履行場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所
 入札方法 入札金額は単価で行う。
国の物品等又は特定役務の調達手続の特例
を定める政令第10条第１項の規定により、予
定価格を超えない単価の入札者のうち、低価
の入札者から順次123万6000枚に達するまで
の入札者をもって落札者とする。ただし、次
のとおり各入札者の調達の上限と下限を設定
する。
上限 61万8000枚 下限 12万3600枚
最後の順位の落札者の入札数量が他の落札
者の数量と合算して調達数量を超えるとき
は、その超える数量については、落札がなかっ
たものとする。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額（単価）に当該金額の10パーセ
ントに相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数金
額を切り捨てるものとする。）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。
 政府電子調達（ＧＥＰＳ）の利用 本案件
は、ＧＥＰＳで行う。なお、ＧＥＰＳにより
がたい者は、支出負担行為担当官に書面によ
り申し出た場合に限り紙入札方式によること
ができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、厚生労働省
大臣官房会計課長から「物品の製造」又は「物
品の販売」でＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。

 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 照会先
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１
２２中央合同庁舎第５号館11階（８号室）
厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班契
約第三係 松永 電話0352531111（内線
5291）
なお、入札説明書は、調達ポータルサイト
において入手すること。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない
（質問等はメール・電話で対応）
 入札書の提出期限 令和８年10月15日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月19日15
時00分 厚生労働省入札室（中央合同庁舎第
５号館地下１階）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期
日までに提出しなければならない。入札者は、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければな
らない。
また、入札に参加を希望する者は、上記証
明書類とあわせて暴力団等に該当しない旨の
誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書及び入札説明書に示した無効となる入
札書の類型に該当する入札書は無効とする。
また、入札に参加した者が、の誓約書を
提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓
約書に反することとなったときは、当該者の
入札を無効とするものとする。

 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IKEGAMI Naoki, the Ob‑

ligating Officer, Director of Accounts Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour andWelfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 4

 Nature and quantity of the services to be

required : Purchase of 1,236,000 medical

gowns

 Services period : From a contract day to

March, 31, 2027

 Services place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clauseNot
come under Article 71 of the Cabinet Order

concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting Are not being suspended from
transactions by request of the officials in

charge of contract Have Grade A, B,
or C on manufacture of product or Sale

of product in the Kanto‑Koshinetsu Area

in terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Health, Labour and

Welfare (Single qualification for every min‑

istry and agency) in the fiscal years 2025,

2026 and 2027 Prove to have no false sta‑
tement in tendering documentsProve nei‑
ther the business condition nor credibility is

deteriorating Meet the qualification re‑
quirements which the Obligating Officer

may specify in accordance with Article 73

of the Cabinet Order

 Time‑limit for tender : 12 : 00 October, 15,

2026

 Contact point for the notice :

MATSUNAGA Procurement Section, Ac‑

counts Division, Minister's Secretariat, Mi‑

nistry of Health, Labour and Welfare,

122 Kasumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo
1008916 Japan TEL 0352531111 (ext.
5291)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 ４
 調達件名及び数量
Ｎ95等マスク101万2500枚の購入

 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約日から令和９年３月31日ま
で
 履行場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所
 入札方法 入札金額は単価で行う。
国の物品等又は特定役務の調達手続の特例
を定める政令第10条第１項の規定により、予
定価格を超えない単価の入札者のうち、低価
の入札者から順次101万2500枚に達するまで
の入札者をもって落札者とする。ただし、次
のとおり各入札者の調達の上限と下限を設定
する。
上限 50万6250枚 下限 10万1250枚
最後の順位の落札者の入札数量が他の落札
者の数量と合算して調達数量を超えるとき
は、その超える数量については、落札がなかっ
たものとする。
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なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額（単価）に当該金額の10パーセ
ントに相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数金
額を切り捨てるものとする。）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。
 政府電子調達（ＧＥＰＳ）の利用 本案件
は、ＧＥＰＳで行う。なお、ＧＥＰＳにより
がたい者は、支出負担行為担当官に書面によ
り申し出た場合に限り紙入札方式によること
ができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、厚生労働省
大臣官房会計課長から「物品の製造」又は「物
品の販売」でＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 照会先
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２中央合同庁舎第５号館11階（８号室）
厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班契
約第三係 松永 電話0352531111（内線
5291）
なお、入札説明書は、調達ポータルサイト
において入手すること。

 入札説明会の日時及び場所 実施しない
（質問等はメール・電話で対応）
 入札書の提出期限 令和８年10月15日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月20日14
時00分 厚生労働省入札室（中央合同庁舎第
５号館地下１階）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期
日までに提出しなければならない。入札者は、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければな
らない。
また、入札に参加を希望する者は、上記証
明書類とあわせて暴力団等に該当しない旨の
誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書及び入札説明書に示した無効となる入
札書の類型に該当する入札書は無効とする。
また、入札に参加した者が、の誓約書を
提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓
約書に反することとなったときは、当該者の
入札を無効とするものとする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IKEGAMI Naoki, the Ob‑

ligating Officer, Director of Accounts Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour andWelfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 4

 Nature and quantity of the services to be

required : Purchase of 1,012,500 N95 masks,

and so forth

 Services period : From a contract day to

March, 31, 2027

 Services place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clauseNot
come under Article 71 of the Cabinet Order

concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting Are not being suspended from
transactions by request of the officials in

charge of contract Have Grade A, B,
or C on manufacture of product or Sale

of product in the Kanto‑Koshinetsu Area

in terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Health, Labour and

Welfare (Single qualification for every min‑

istry and agency) in the fiscal years 2025,

2026 and 2027 Prove to have no false sta‑
tement in tendering documentsProve nei‑
ther the business condition nor credibility is

deteriorating Meet the qualification re‑
quirements which the Obligating Officer

may specify in accordance with Article 73

of the Cabinet Order

 Time‑limit for tender : 12 : 00 October, 15,

2026

 Contact point for the notice : MATSU‑

NAGA Procurement Section, Accounts Di‑

vision, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour and Welfare, 122
Kasumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo 100
8916 Japan TEL 0352531111 (ext. 5291)

 入札方法 入札金額は単価で行う。
国の物品等又は特定役務の調達手続の特例
を定める政令第10条第１項の規定により、予
定価格を超えない単価の入札者のうち、低価
の入札者から順次3045万枚に達するまでの
入札者をもって落札者とする。ただし、次の
とおり各入札者の調達の上限と下限を設定す
る。
上限 1522万5000枚 下限 304万5000

枚
最後の順位の落札者の入札数量が他の落札
者の数量と合算して調達数量を超えるとき
は、その超える数量については、落札がなかっ
たものとする。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額（単価）に当該金額の10パーセ
ントに相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数金
額を切り捨てるものとする。）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。
 政府電子調達（ＧＥＰＳ）の利用 本案件
は、ＧＥＰＳで行う。なお、ＧＥＰＳにより
がたい者は、支出負担行為担当官に書面によ
り申し出た場合に限り紙入札方式によること
ができる。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 ４
 調達件名及び数量
医療用（サージカル）マスク3045万枚の
購入
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約日から令和９年３月31日ま
で
 履行場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、厚生労働省
大臣官房会計課長から「物品の製造」又は「物
品の販売」でＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 照会先
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２中央合同庁舎第５号館11階（８号室）
厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班契
約第三係 松永 電話0352531111（内線
5291）
なお、入札説明書は、調達ポータルサイト
において入手すること。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない
（質問等はメール・電話で対応）
 入札書の提出期限 令和８年10月15日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月20日15
時00分 厚生労働省入札室（中央合同庁舎第
５号館地下１階）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期

日までに提出しなければならない。入札者は、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければな
らない。
また、入札に参加を希望する者は、上記証
明書類とあわせて暴力団等に該当しない旨の
誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書及び入札説明書に示した無効となる入
札書の類型に該当する入札書は無効とする。
また、入札に参加した者が、の誓約書を
提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓
約書に反することとなったときは、当該者の
入札を無効とするものとする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IKEGAMI Naoki, the Ob‑

ligating Officer, Director of Accounts Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour andWelfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 4

 Nature and quantity of the services to be

required : Purchase of 30450000 Medical
(surgical) masks

 Services period : From a contract day to

March, 31, 2027

 Services place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clauseNot
come under Article 71 of the Cabinet Order

concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting Are not being suspended from
transactions by request of the officials in

charge of contract Have Grade A, B,
or C on manufacture of product or Sale

of product in the Kanto‑Koshinetsu Area

in terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Health, Labour and

Welfare (Single qualification for every min‑

istry and agency) in the fiscal years 2025,

2026 and 2027 Prove to have no false sta‑
tement in tendering documentsProve nei‑
ther the business condition nor credibility is

deteriorating Meet the qualification re‑
quirements which the Obligating Officer

may specify in accordance with Article 73

of the Cabinet Order

 Time‑limit for tender : 12 : 00 October, 15,

2026

 Contact point for the notice :

MATSUNAGA Procurement Section, Ac‑

counts Division, Minister's Secretariat, Mi‑

nistry of Health, Labour and Welfare,

122 Kasumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo
1008916 Japan TEL 0352531111 (ext.
5291)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 ４
 調達件名及び数量

医療用フェイスシールド346万5000枚の購
入
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。

 履行期間 契約日から令和９年３月31日ま
で
 履行場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所
 入札方法 入札金額は単価で行う。
国の物品等又は特定役務の調達手続の特例
を定める政令第10条第１項の規定により、予
定価格を超えない単価の入札者のうち、低価
の入札者から順次346万5000枚に達するまで
の入札者をもって落札者とする。ただし、次
のとおり各入札者の調達の上限と下限を設定
する。
上限 173万2500枚 下限 34万6500枚
最後の順位の落札者の入札数量が他の落札
者の数量と合算して調達数量を超えるとき
は、その超える数量については、落札がなかっ
たものとする。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額（単価）に当該金額の10パーセ
ントに相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数金
額を切り捨てるものとする。）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。
 政府電子調達（ＧＥＰＳ）の利用 本案件
は、ＧＥＰＳで行う。なお、ＧＥＰＳにより
がたい者は、支出負担行為担当官に書面によ
り申し出た場合に限り紙入札方式によること
ができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、厚生労働省
大臣官房会計課長から「物品の製造」又は「物
品の販売」でＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。
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 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 照会先
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２中央合同庁舎第５号館11階（８号室）
厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班契
約第三係 松永 電話0352531111（内線
5291）
なお、入札説明書は、調達ポータルサイト
において入手すること。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない
（質問等はメール・電話で対応）
 入札書の提出期限 令和８年10月15日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月20日16
時00分 厚生労働省入札室（中央合同庁舎第
５号館地下１階）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期
日までに提出しなければならない。入札者は、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければな
らない。
また、入札に参加を希望する者は、上記証
明書類とあわせて暴力団等に該当しない旨の
誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書及び入札説明書に示した無効となる入
札書の類型に該当する入札書は無効とする。
また、入札に参加した者が、の誓約書を
提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓
約書に反することとなったときは、当該者の
入札を無効とするものとする。

 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IKEGAMI Naoki, the Ob‑

ligating Officer, Director of Accounts Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour andWelfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 4

 Nature and quantity of the services to be

required : Purchase of 3,465,000 medical

face shields

 Services period : From a contract day to

March, 31, 2027

 Services place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the

Budget, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that

obtained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause Not come under Article 71 of the
Cabinet Order concerning the Budget, Au‑

diting and Accounting Are not being sus‑
pended from transactions by request of the

officials in charge of contract Have
Grade A, B, or C on manufacture of

product or Sale of product in the Kanto‑

Koshinetsu Area in terms of qualification

for participating in tenders by Ministry of

Health, Labour and Welfare (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027 Prove to
have no false statement in tendering docu‑

ments Prove neither the business condi‑
tion nor credibility is deteriorating Meet
the qualification requirements which the

Obligating Officer may specify in accor‑

dance with Article 73 of the Cabinet Order

 Time‑limit for tender : 12 : 00 October, 15,

2026

 Contact point for the notice : MATSU‑

NAGA Procurement Section, Accounts

Division, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour and Welfare, 122
Kasumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo 100
8916 Japan TEL 0352531111 (ext. 5291)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
厚生労働省労働基準局
労働保険徴収課長 山本 博之

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量
区分１：令和９年度分労働保険徴収業務用紙
（日本銀行帳票テスト等有ＯＣＲ（連続帳
票））の作成
区分２：令和９年度分労働保険徴収業務用紙
（日本銀行帳票テスト等有ＯＣＲ（単票））
の作成
区分３：令和９年度分労働保険徴収業務用紙
（ＯＣＲ（単票））の作成
区分４：令和９年度分労働保険徴収業務用紙
（ＯＣＲ（その他））の作成
区分５：令和９年度分労働保険徴収業務用紙
（活版（複写帳票））の作成
区分６：令和９年度分労働保険徴収業務用紙
（活版（封筒等））の作成
※各々、個別の調達である。
※各々、個別に開札を行う。
 調達件名の仕様等 個別の仕様書による
 納入期限 個別の仕様書による
 納入場所 支出負担行為担当官の指定する
場所

 入札方法 入札金額は総価で行う。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人、又は被補助人であって契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「物品の製造」
のうち営業品目が「その他印刷類」又は
「フォーム印刷」でＡ、Ｂ又はＣ等級のいず
れかの等級に格付けされている者であるこ
と。
 次の各号に掲げる制度が運用される者に
あっては、この入札の入札書提出期限の直近
２年（オ及びカについては２保険年度）の保
険料について滞納がないこと。ア厚生年金保
険、イ健康保険（全国健康保険協会が管掌す
るもの）、ウ船員保険、エ国民年金、オ労働
者災害補償保険、カ雇用保険
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 厚生労働省から指名停止を受けている期間
でないこと。
 過去１年以内に厚生労働省所管法令違反に
より行政処分を受けていないこと。ただし、
労働基準関係法令違反（※）により労働基準
監督機関から使用停止等命令を受けたが、是
正措置を行い「使用停止等命令解除通知書」
を受理している場合には、この限りではない。
 過去１年以内に厚生労働省所管法令違反に
より送検され、この事実を公表されていない
こと。
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 過去１年以内に厚生労働省所管法令に基づ
く公表制度により、又は違法な長時間労働や
過労死等が複数の事業場で認められた企業と
して、平成29年１月20日付け基発0120第１号
厚生労働省労働基準局長通達「違法な長時間
労働や過労死等が複数の事業場で認められた
企業の経営トップに対する都道府県労働局長
等による指導の実施及び企業名の公表につい
て」記３、平成31年１月25日付け基発0125第
１号「裁量労働制の不適正な運用が複数の事
業場で認められた企業の経営トップに対する
都道府県労働局長による指導の実施及び企業
名の公表について」記の３に基づく企業名の
公表をされていないこと。
 当該物品又はこれと類似の物品を相当量製
造納入した実績を有する者であること。
※区分１～区分４該当
 当方で指定した試作品を事前に提出した者
であること。ただし、入札に参加できるのは、
当方が実施する試作品試験に合格した者に限
る。
※区分１～区分４該当
 必要な用紙を確実に入手できると認められ
る者であること。
※区分１～区分４該当
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。
※労働基準関係法令については以下のとお
り。
労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法、
賃金の支払の確保等に関する法律、家内労
働法、作業環境測定法、じん肺法、炭鉱災
害による一酸化炭素中毒症に関する特別措
置法

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２中央合同庁舎第５号館 厚生労働省労
働基準局労働保険徴収課総務係 電話03
52531111（内線5153・5151）
電子メール：chou-chotatsu@mhlw.go.jp
質問受付期限 令和８年10月８日12時00分
※上記の照会先又は調達ポータルサイトにお
いて交付を行う。上記の照会先から交付を
希望する場合は電子メールにて交付希望の
連絡を入れること。

 競争参加資格確認関係書類の受領期限及び
受領場所
日時 令和８年10月15日12時00分
※区分３、区分４
令和８年10月15日12時00分
※区分１、区分２
令和８年10月16日12時00分
※区分５、区分６

場所 入札説明書による
 入札書の受領期限及び受領場所
日時 令和８年10月16日12時00分
※区分５、区分６
令和８年10月30日12時00分
※区分３、区分４
令和８年11月４日12時00分
※区分１、区分２

場所 ３の場所
 開札の日時及び場所
日時 令和８年10月19日14時00分
※区分５、区分６の順
令和８年10月30日14時00分
※区分３、区分４の順
令和８年11月４日14時00分
※区分１、区分２の順

場所 厚生労働省労働基準局労働保険徴収課
（15階19室）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加する者は、製造物品の品質、特質及び条
件に適合する試作品を入札説明書中で指示す
る期日までに提出しなければならない。入札
者の試作品は当省において審査するものと
し、採用し得ると判断された場合の入札書の
みを落札決定の対象とする。なお、入札者は、
支出負担行為担当官が指定する暴力団等に該
当しない旨を記した誓約書を提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、支出負担行為担当官から当
該書類等に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書は無効とする。
また、の誓約書を提出せず、又は虚偽の

誓約をし、若しくは誓約書に反することと
なったときは、当該者の入札を無効とする。

 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められるとき、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩
序を乱すこととなるおそれがあって著しく不
適当であると認められるときは、予定価格の
制限の範囲内の価格をもって入札した他の者
のうち最低の価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroyuki Yamamoto, Di‑

rector, Labour Insurance Contributions

Levy Division, Labour Standards Bureau,

Ministry of Health, Labour andWelfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

project 1 : Labor insurance collection duties

paper (The book vote test need of Bank

of Japan (Continuation book vote))

project 2 : Labor insurance collection duties

paper (OCR of the book vote test need of

Bank of Japan (a cut sheet))

project 3 : Labor insurance collection duties

paper (OCR (a cut sheet)

project 4 : Labor insurance collection duties

paper (OCR (Others))

project 5 : Labor insurance collection duties

paper (Type printing (Copying book

vote))

project 6 : Labor insurance collection duties

paper (Type printing (Copying book

vote))

 Delivery period : Determined for each

project

 Delivery place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : No1, not come under Arti‑

cle 70 of the Cabinet Order concerning the

Budget, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause No2,

not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting No3, have Grade A, B or C, on

Form print or Other print among Ma‑

nufacture of product in terms of qualifica‑

tion for participating in tenders by Ministry

of Health, Labour and Welfare (Single qua‑

lification for every ministry and agency) in

the fiscal years 2025, 2026 and 2027 No4, for

bidders subject to the following insurance

system of each item, and it is not in arrears

either of insurance premiums (2 insurance

year about and) for the last two years
of the bid submission deadline of this bid :

Welfare annuity insurance Health in‑
surance (the thing which association of na‑

tional health insurance has jurisdiction

over) Seamen's insurance National
pension Worker's compensation insur‑
ance Unemployment insurance No5,

prove to have no false statement in tender‑

ing documents No6, prove neither the busi‑

ness condition nor credibility is deteriorat‑

ing No7, Meets the qualification require‑

ments which the Obligating Officer may

specify in accordance with Article 73 of the

Cabinet Order

 Time‑limit for tender : Determined for

each project


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 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Section, Labour Insurance Contribu‑

tions Levy Division, Labour Standards Bu‑

reau, Ministry of Health, Labour and Wel‑

fare, 122 Kasumigaseki Chiyoda‑ku
Tokyo 1008916 Japan TEL 035253
1111 ex 5153 or 5151

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
北海道開発局旭川開発建設部長 佐々木 悟
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発旭川第 16 号（№16）
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 借入件名及び数量
 ファイルサーバ４台の借入及び保守（単
価契約）
 共有サーバ４台の借入及び保守（単価契
約）
（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 借入期間 令和９年３月１日から令和13年
２月28日
 借入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、契約希望単価に予
定数量を乗じた総価を記載すること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の100分の10に相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数が
あるときは、その端数金額を切り捨てた金額）
をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約金額の110分の100に相当する金額を記載
した入札書を提出すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムにより難い場合は、紙入札方式参加願
及び紙契約方式手続願を提出するものとす
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。

 令和07・08・09年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「役務の提供等」において、
Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ、北海
道地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（「競争
参加者の資格に関する公示」（令和８年３月31
日付官報）に基づき書類を提出した者を除
く。）でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の間に、北海道開発局長から指名停止を受け
ていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 電子調達システムから入札説明書等を直接
ダウンロードした者であること、又は支出負
担行為担当官から入札説明書等の交付を受け
た者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒0788513 北海道旭川市宮前１条３丁目
３番15号 北海道開発局旭川開発建設部契約
課上席専門官 中西 麻美 電話016632
1509
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
上記３の問い合わせ先に同じ。

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
により交付する（入札説明書等に対する質問
回答書についても同様に交付するので、ダウ
ンロードの際に「更新通知メールの配信を希
望する」に必ずチェックすること。）。
ただし、やむを得ない事由により電子調達
システムによる交付を受けることが困難な場
合は上記３に問い合わせること。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和８年９月25日16
時00分

 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和８年10月
20日14時00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月21日14
時00分 北海道開発局旭川開発建設部第２会
議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（申請書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において、支出負担行為担当官か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本入札公告等に示した競争参
加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽
の記載をした者のした入札、入札の条件に違
反した者のした入札及び入札者に求められた
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３により申請書
等を提出することができるが、競争に参加す

るためには、開札の時において、当該資格の
決定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受
けていなければならない。なお、当該資格の
申請は「競争参加者の資格に関する公示」に
より随時受け付ける。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SASAKI Satoru, Director

of Asahikawa Development and Construc‑

tion Department of Hokkaido Regional De‑

velopment Bureau
 Classification of the products to be pro‑

cured : 14
 Nature and quantity of the products to be

leased :
 4 File server systems
 4 Shared server systems
 Lease period : From 1 March 2027 th‑

rough 28 February 2031
 Lease place : As in the tender do‑

cumentation
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :
 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting
 have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the offer of services etc. by Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism (Single qualification for every

ministry and agency) in Hokkaido region

in the fiscal year of 2025・2026・2027
 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order
 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of tender opening from time

limit for the submission of application

forms and relevant documents for the

qualification
 obtained a bid manual directly from

system or the person of ordering

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 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 p.m. 25 September 2026

 Time limit for tender : 2 : 00 p.m. 20 Octo‑

ber 2026

 Contact point for the notice :

NAKANISHI Asami, Senior Officer, Con‑

tracts Division, Asahikawa Development

and Construction Department of Hokkaido

Regional Development Bureau, 133
15, Miyamae, Asahikawa, Hokkaido, 078
8513, Japan TEL 0166321509

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、
競争参加資格確認のための申請書等（以下「申請
書等」という）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
中部地方整備局副局長 貫名 功二

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
〇第 11 号
１ 調達内容
 品目分類番号 77
 購入等件名及び数量 令和８年度 名古屋
港海洋環境整備船「白龍」中間検査修理 一
式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日から令和９年３月12
日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約希望金額の110分
の100に相当する金額を記載した入札書を提
出しなければならない。
 本案件は、申請書等の提出、入札及び契約
を電子調達システム（ＧＥＰＳ）で行う対象
案件である。なお、電子調達システムにより
がたい場合は、あらかじめ紙入札方式参加願、
紙契約方式承諾願を提出し、紙入札方式、紙
契約方式に代えることができる。

２ 競争参加資格等
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等（船舶整
備）」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ、東海・
北陸地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。
 上記２の資格を有しない者で入札に参加
しようとする者は、開札の時までに当該資格
の決定を受け、かつ競争参加資格の確認を受
けた場合は入札に参加することができる。な
お、競争参加資格の申請は、「競争参加者の資
格に関する公示」（令和８年３月31日付け官
報）に記載されている時期及び場所で受け付
ける。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされている
者でないこと。（手続開始の決定を受けている
者を除く。）
 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、中部地方整備局から「地方整備局
（港湾空港関係）所掌の工事請負契約に係る
指名停止等の措置要領」（昭和59年３月31日付
け港管第927号）に基づく指名停止を受けて
いない者であること。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等から排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 その他、予決令第73条の規定に基づき、支
出負担行為担当官が定める資格を有する者で
あること。詳細は入札説明書による。

３ 入札書の提出場所等
 入札書及び申請書等の提出場所、契約条項
を示す場所及び問い合わせ先
〒4608517 名古屋市中区三の丸二丁目

６２名古屋第４地方合同庁舎３階 中部地
方整備局総務部経理調達課契約管理係 小西
美菜子 電話0522096317

 入札説明書の交付期間及び交付方法 令和
８年８月25日から令和８年10月22日まで電子
調達システムにより交付する。
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
なお、やむを得ない事由により、電子調達
システムによる入手が出来ない場合は、上記
３まで連絡し指示に従うこと。
 入札説明会の日時及び場所 入札説明会は
行わないものとする。
 電子調達システム及び紙入札による申請書
等の受領期限 令和８年９月29日16時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入
札、郵送等による入札書の受領期限 令和８
年10月21日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月22日10
時00分 名古屋市中区三の丸二丁目６２名
古屋第４地方合同庁舎３階 中部地方整備局
入札室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、当局の交付する入札説
明書に示す申請書に必要書類を添えて、提出
期間内に提出しなければならない。なお、当
局から当該書類に関する説明を求められた場
合には、それに応じなければならない。
 入札の無効 競争参加資格のない者のした
入札、申請書等に虚偽の記載をした者のした
入札及び入札に関する条件に違反した入札は
無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った入札
者を落札者とする。ただし、落札者となるべ
き者の入札価格によっては、その者により当
該契約の内容に適合した履行がなされない恐
れがあると認められるとき、又はその者と契
約を締結することが公正な取引の秩序を乱す
こととなる恐れがあって著しく不適当と認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内の価
格をもって入札した他の者のうち最低価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NUKINA Koji, Vice Di‑

rector General, Chubu Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 77

 Nature and quantity of the services to be

required : Intermediate inspection and re‑

pair of a vessel (Water Surface Cleaner／
Spilt Oil recovery vessel HAKURYU), 1

Set

 Fulfillment period : 12 March 2027

 Fulfillment place : As shown in the tender

manual

 You have to acquire the electric certifi‑

cate in case of using the Electric Bidding

system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B or C offer of services

(Ship mechanic) in the Tokai Hokuriku

district, in terms of the qualification for

participating in tenders by Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tou‑

rism (Single qualification for every minis‑

try and agency) in the fiscal year 2025／
2026／2027
 not be the stated person under the com‑

mencement of reorganization procee‑

dings or under the beginning of rehabili‑

tation proceedings (except for the person

who has the procedure of reapplication

under the notification of the competing

participation qualification).

 not be under suspension of nomination

by Director‑General of Chubu Regional

Development Bureau from Time‑limit for

submission of certificate to Bid Opening.

 be unrelated to other participant about

capital and human capital.


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 not be the Building constructor that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 16 : 00 29 September 2026

 Time‑limit for tender : 16 : 00 21 Octo‑

ber 2026

 Contact point for the notice : KONISHI

Minako, Accounting and Procurement Divi‑

sion, General Affairs Department, Chubu

Regional Development Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 262 Sannomaru, Naka‑ku,

Nagoya‑city, Aichi 4608517 Japan. TEL
0522096317

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構
福岡東医療センター院長 中根 博

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 40
〇第 13207 号（№13207）
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量 循環器動画ネット
ワークシステム 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 独立行政法人国立病院機構福岡
東医療センター
 入札方法 入札金額は総価で行う。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の販売」及び「役務の提供等」のＡ、
Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付され、九州・沖縄
地域の競争参加資格を有する者であること。
なお、当該競争参加資格については、令和８
年３月31日付け号外政府調達第58号の官報の
競争参加者の資格に関する公示の別表に掲げ
る申請受付窓口において随時受け付けてい
る。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒8113195 福岡県古賀市千鳥１丁目１番
１号 独立行政法人国立病院機構福岡東医療
センター 企画課長 島田登志男 電話
0929432331 内線8132
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和８年９月24日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年９月25日10
時30分 会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に１の
に示した購入等件名を履行できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。入札者は、開札
日の前日までの間において、経理責任者から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。ただし、落札者とな
るべき者の入札価格によっては、その者によ
り該当契約の内容に適合した履行がなされな
いおそれがあると認められるとき、又はその
者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなるおそれがあって著しく不適
当であると認められるときは、予定価格の制
限の範囲内の価格をもって入札した他の者の
うち最低の価格をもって入札した者を落札者
とすることがある。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroshi Nakane, Direc‑

tor, National Hospital Organization Fu‑

kuoka‑Higashi Medical Center

 Classification of the services to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the services to be

required : One set of Cardiovascular Imag‑

ing Network System

 Delivery period : March 31, 2027

 Delivery place : National Hospital Orga‑

nization Fukuoka‑Higashi Medical Center

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B, C or D in Sales of

products and Service Offer for partici‑

pating in tenders by Ministry of Health,

Labour and Welfare (Single qualification

for every ministry and agency) in Kyus‑

hu‑Okinawa Region ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 12 : 00 September

24, 2026

 Contact point for the notice : Toshio

Shimada, Director, Accounting Division,

National Hosptal Organization Fukuoka‑

Higashi Medical Center, 111 Chidori
Koga‑shi Fukuoka‑ken 8113195, Japan.
TEL 0929432331 ext. 8132

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
契約担当役
独立行政法人労働者健康安全機構

岡山労災病院長 伊達 勲
◎調達機関番号 621 ◎所在地番号 33
〇第 59 号
１ 調達内容
 品目分類番号 ４、34
 購入等件名及び数量 医療材料等の継続的
な売買及び物品管理業務（ＳＰＤ業務）
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 令和９年３月１日～令和12年２
月28日
 履行場所 岡山労災病院
 入札方法 上記１の件名のほか納入に要
する一切の諸経費を含めた額で行う。入札金
額は上記１の購入予定総額を記載するこ
と。なお、落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額(当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。)をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人、又は被補助人であって、契約締結のた
めに必要な同意を得ている者については、こ
の限りではない。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省競争参加資格(全省庁統一参加
資格)において「物品の販売」及び「役務の
提供等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付け
され、中国地域の競争参加資格を有する者で
あること。
 その他契約担当役が必要と定める資格を有
する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒7028055 岡山県岡山市南区築港緑町１
丁目10番25号 岡山労災病院会計課契約係
電話0862620131
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年10月15日17時
 開札の日時及び場所 令和８年10月16日14
時 岡山労災病院（院内）会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 封印した入札書
に本公告に示した特定役務を履行できること
を証明する書類を添付して入札書の受領期限
までに提出しなければならず、当該書類に関
し、開札日の前日までの間において、契約担
当役から説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者のした入札及び入札の条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した特定役
務を履行出来ると契約担当役が判断した者で
あって、独立行政法人労働者健康安全機構会
計細則第42条に基づき作成された予定価格の
制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入
札を行った入札者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。

５ Summary
 Contracting Entity : Isao Date The Ob‑
ligating Officer, Director Administration
Department, Japan Organization of Oc‑
cupational Health and Safety Okayama
Rosai Hospital
 Classification of the products to be pro‑
cured : 4, 34
 Nature and quantity of the products to be
required : Supply Processing & Distribtion
outsourcing 1 set
 Fulfillment period : From 1, March, 2027
through 28, February, 2030
 Fulfillment place : Okayama Rosai Hos‑
pital
 Qualification for participating in the ten‑
dering procedures : Suppliers eligible for
participating in the proposed tender are
those who shall :
 not come under Article 70 of the Cabi‑
net Order concerning the Budget, Audit‑
ing and Accounting, Furthermore, mi‑
nors, Person under Conservatorship or
Person under Assistance that obtained
the consent necessary for concluding a
contract may be applicable under cases
of special reasons within the said clause,
 not come under Article 71 of the Cabi‑
net Order concerning the Budget, Audit‑
ing and Accounting,
 have Grade A, B, C or D in Sales of
products and Offer of service etc for
participating in tenders by Ministry of
Health, Labour and Welfare (Single qua‑
lification for every ministry and agency)
in Chugoku Region,
 meet the qualification requirements
which the Obligating Officer may specify,

 Time‑limit of tender : 17 : 00 15, Octo‑
ber, 2026

 Contact point for the notice : Procurem‑
ent Section, Accounting Division, Okaya‑
ma Rosai Hospital 11025 Chikko Mi‑
dori‑machi Minami‑ku Okayama‑shi
Okayama‑ken 7028055 Japan TEL 086
2620131

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
国立研究開発法人水産研究・教育機構

総務部長 野呂田智義

◎調達機関番号 807 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 水産研究活動データ
ベースシステムの保守・運用支援業務及びフ
レームワーク等改修業務 １式
 調達案件の仕様等 仕様書による。
 履行期限 仕様書による。
 履行場所 仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときはその端数を切り捨
てるものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人水産研究・教育機構契約
事務取扱規程（平成13年４月１日付け13水研
第65号）第12条第１項及び第13条の規定に該
当しない者であること。
 令和７・８・９年度国立研究開発法人水産
研究・教育機構競争参加資格又は全省庁統一
資格の「役務の提供等契約」で、「Ａ」、「Ｂ」、
「Ｃ」又は「Ｄ」いずれかの等級に格付けさ
れている者であること。
 国立研究開発法人水産研究・教育機構理事
長から物品の製造契約、物品の販売契約及び
役務等契約指名停止措置要領に基づく指名停
止を受けている期間中でないこと。
ただし、全省庁統一資格に格付けされてい
る者である場合は、国の機関の同様の指名停
止措置要領に基づく指名停止を受けている期
間中でないこと。
 暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律（平成３年法律第77号）第32条第１項
各号に掲げる者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2218529 神奈川県横浜市神奈川区新浦
島町１１25 国立研究開発法人水産研
究・教育機構 総務部調達課 松尾 美佐
電話0452770133 ＦＡＸ0452770218

 入札説明書の交付方法 競争参加希望者
は、以下により入札説明書等（入札説明書、
入札心得書、契約書案、入札書様式、委任状
様式等）の交付を受けること。
 直接交付 上記３の交付場所にて交付
する。
 宅配便着払いによる交付 任意書式に
「水産研究活動データベースシステムの保
守・運用支援業務及びフレームワーク等改
修業務入札説明書宅配便にて希望」と記入
し、社名、担当者名、住所、電話番号を記
載のうえ、上記３あてＦＡＸ送信するこ
と。
 メールによる交付 任意書式に「水産研
究活動データベースシステムの保守・運用
支援業務及びフレームワーク等改修業務入
札説明書メールにて希望」と記入し、社名、
担当者名、メールアドレス、電話番号を記
載のうえ、上記３あてＦＡＸ送信するこ
と。

 入札説明会の日時及び方法 令和８年９月
９日14時 神奈川県横浜市神奈川区新浦島町
１１25 国立研究開発法人水産研究・教
育機構会議室
 入札書及び提案書の受領期限 令和８年10
月５日12時（ただし、郵便による入札の場合
は、書留郵便によることとし、必着のこと。）
 提案書プレゼンテーションの日時及び場所
令和８年10月７日から令和８年10月８日の
期間において、上記３にて提出した提案書
のプレゼンテーションを神奈川県横浜市神奈
川区新浦島町１１25 国立研究開発法人
水産研究・教育機構会議室で行う。なお、詳
細な日時は別途調整する。
 開札及び総合評価の日時及び場所 令和８
年10月21日14時 神奈川県横浜市神奈川区新
浦島町１１25 国立研究開発法人水産研
究・教育機構会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
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 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した特定役
務を履行できると国立研究開発法人水産研
究・教育機構総務部長が判断した入札者で
あって、予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。ただし、落札者となるべき者の入札
価格によっては、その者により当該契約の内
容に適合した履行がなされないおそれがある
と認められるとき、又はその者と契約を締結
することが公正な取引の秩序を乱すこととな
るおそれがあると認められる場合は、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 競争参加者は、入札の際に国立研究開発法
人水産研究・教育機構の資格審査結果通知書
写し又は全省庁統一資格の資格審査結果通知
書写しを提出すること。
 詳細は入札説明書による。
５ 契約に係る情報の公表 「独立行政法人の事
務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７
日閣議決定）に基づき実施する。詳細は入札説
明書による。
６ 公的研究費の不正防止にかかる「誓約書」の
提出について 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tomoyoshi Norota, Di‑

rector, General Administration Departm‑

ent, Headquarters, Japan Fisheries Re‑

search and Education Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Maintenance and Support of

the Fisheries Research Activity Database

System, Including Framework and Related

SystemModifications 1 Set

 Delivery period and fulfillment period :

As described in the specification

 Delivery place and fulfillment place : As

described in the specification

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 121 and 13 of
the regulation concerning the contract

for Japan Fisheries Research and Educa‑

tion Agency,

 have Grade A or B or C or D Service

in terms of the qualification for partici‑

pating in tenders by Japan Fisheries Re‑

search and Education Agency or Single

qualification for every ministry and agen‑

cy in the fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 Time limit for tender : 12 : 00, 5 Oct 2026

 Contact point for the notice : Misa Mat‑

suo, Procurement Division, General Admin‑

istration Department, Headquarters, Japan

Fisheries Research and Education Agency,

Shinurashima‑cho, kanagawa‑ku, Yokoha‑

ma city, Kanagawa, 2218529 Japan. TEL
0452770133

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
国立研究開発法人水産研究・教育機構

総務部長 野呂田智義
◎調達機関番号 807 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 ２
 購入等件名及び数量
Ａ 船舶用重油 約1032
Ｂ 船舶用軽油 約170
 調達案件の仕様等
Ａ ＪＩＳ１種１号相当品（ただし、船舶用
重油（下関港）については租税特別措置法
により免税取引となる場合がある）
Ｂ 免税 ＪＩＳ２号相当品
詳細は、仕様書による。

 納入期間
 令和８年10月１日から令和８年12月31日
まで
 令和８年12月１日から令和８年12月31日
まで

 納入場所 上記１の購入等件名を次の
～の各港において、国立研究開発法人水
産研究・教育機構総務部長が指定する場所。
 函館港（重油）
 塩釜港（重油）
 横浜港（重油）
 下関港（重油）
 長崎港（重油）
 那覇港（重油）
 釧路港（軽油）
 今後調達が予定される入札公告予定時期及
び数量 令和８年11月下旬
Ａ 船舶用重油 約787
Ｂ 船舶用軽油 約100
 最初の契約に係る入札公告日 令和８年２
月10日
 入札方法
 上記１の購入等件名を納入場所の各港
ごとに入札する。
 入札金額は、１当たりの単価を記載す
ること。
 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の10パーセントに相当
する額を加算した金額をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約希望金額
の110分の100に相当する金額を入札書に記
載すること。
ただし、租税特別措置法により免税取引
となる納入については、落札価格から当該
金額の10パーセントに相当する額を除いた
金額を契約金額とする。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人水産研究・教育機構契約
事務取扱規程（平成13年４月１日付け13水研
第65号）第12条第１項及び第13条の規定に該
当しない者であること。
 令和７・８・９年度国立研究開発法人水産
研究・教育機構競争参加資格又は全省庁統一
資格の「物品の販売契約」の業種「燃料類」
で、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」いずれかの等級に
格付けされている者であること。
 国立研究開発法人水産研究・教育機構理事
長から物品の製造契約、物品の販売契約及び
役務等契約指名停止措置要領に基づく指名停
止を受けている期間中でないこと。

ただし、全省庁統一資格に格付けされてい
る者である場合は、国の機関の同様の指名停
止措置要領に基づく指名停止を受けている期
間中でないこと。
 暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律（平成３年法律第77号）第32条第１項
各号に掲げる者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2368648 神奈川県横浜市金沢区福浦

２12４ 国立研究開発法人水産研究・教
育機構総務部船舶管理課 大井ひとみ 電話
0457887682 ＦＡＸ0457887102
 入札説明書の交付方法 競争参加希望者
は、以下により入札説明書等（入札説明書、
入札心得書、契約書案、入札書様式、委任状
様式等）の交付を受けること。
 直接交付 上記３の交付場所にて交付
する。
 宅配便着払いによる交付 任意様式に
「船舶用〇油〇〇港入札説明書宅配便にて
希望」と記入し、社名、担当者名、住所、
電話番号を記載のうえ、上記３あてＦＡ
Ｘ送信すること。
 メールによる交付 任意書式に「船舶用
〇油〇〇港入札説明書メールにて希望」と
記入し、社名、担当者名、メールアドレス、
電話番号を記載のうえ、上記３あてＦＡ
Ｘ送信すること。

 入札説明会の日時及び方法 仕様書等に関
し質疑がある場合には、次の期日までに上記
１の購入等件名ごとに上記３あてにメー
ル（アドレスは入札説明書に記載）又はＦＡ
Ｘにて質疑を行うこと。当日までの質疑を取
りまとめ、回答は入札説明書受領者全員に対
して行うとともに当機構のホームページにて
公表することにより入札説明会に代える。な
お、当該日以降に質疑が発生した場合にも随
時受け付け、同様に対応する。
納入期間がの港
令和８年９月10日
納入期間がの港
令和８年11月６日
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 入札、開札の日時及び場所
納入期間がの港
令和８年９月24日11時30分
納入期間がの港
令和８年11月20日14時00分
神奈川県横浜市金沢区福浦２12４ 国
立研究開発法人水産研究・教育機構水産資源
研究所ビデオライブラリー室（ただし、郵便
による入札の場合は、書留郵便によることと
し、次の期日必着のこと。）
納入期間がの港
令和８年９月18日17時00分
納入期間がの港
令和８年11月19日17時00分

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した物品を
納入できることを証明する書類を入札の前ま
でに提出しなければならない。入札者は、国
立研究開発法人水産研究・教育機構総務部長
から当該書類に関し説明を求められた場合に
は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると国立研究開発法人水産研究・教
育機構総務部長が判断した入札者であって、
予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって
有効な入札を行った入札者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 競争参加者は、入札の際に国立研究開発法
人水産研究・教育機構の資格審査結果通知書
写し又は全省庁統一資格の資格審査結果通知
書写しを提出すること。
 詳細は入札説明書による。
５ 公的研究費の不正防止にかかる「誓約書」の
提出について 詳細は入札説明書による。
６ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tomoyoshi Norota, Di‑

rector, General Administration Departm‑

ent, Headquarters, Japan Fisheries Re‑

search and Education Agency

 Classification of the products to be pro‑
cured : 2
 Nature and quantity of the products to be
purchased :
A Diesel oil about 1,032
B Gas oil about 170
 Delivery period : The period which is spe‑
cified by Director, General Administration
Department, Headquarters, Japan Fisheries
Research and Education Agency
 Delivery place : The place where is as‑
signed by Director, General Administration
Department, Headquarters, Japan Fisheries
Research and Education Agency
 Qualification for participating in the ten‑
dering procedures : Suppliers eligible for
participating in the proposed tender are
those who shall :
⒜ not come under Article 121 and 13 of
the regulation concerning the contract
for Japan Fisheries Research and Educa‑
tion Agency.
⒝ have Grade A, B or C Sales in terms
of the qualification for participating in
tenders by Japan Fisheries Research and
Education Agency or Single qualification
for every ministry and agency in the fis‑
cal years 2025, 2026 and 2027.

 Time limit for tender :
Supply from 1 October 2026 to 31 Decem‑

ber 2026 11 : 30, 24 September 2026
Supply from 1 December 2026 to 31 De‑

cember 2026 14 : 00, 20 November 2026
 Contact point for the notice : Hitomi Oi,
Vessel Management Division, General Ad‑
ministration Department, Headquarters,
Japan Fisheries Research and Education
Agency, 2124, Fukuura, Kanazawa‑ku,
Yokohama city, Kanagawa, 2368648 Ja‑
pan. TEL 0457887682

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日

株式会社日本政策金融公庫
管財部長 佐藤 信一

◎調達機関番号 127 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 57
 調達件名及び数量 職員の人事異動等に伴
う引越業務 一式

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 入札説明書及び仕様書による。
 履行場所 入札説明書及び仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の消費税及び地
方消費税に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときはその端数
金額を切り捨てるものとする。）をもって落札
価格とするので、入札者は、消費税にかかる
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、「見積もった金額×100／（100＋消費税
及び地方消費税の税率（パーセント））」に相
当する金額を入札書に記載すること｡

２ 競争参加資格
 入札に参加を希望する者は、競争参加資格
申請書に必要事項を記載のうえ、下記３株
式会社日本政策金融公庫 管財部契約課へ提
出すること。申請書及び添付書類等は、株式
会社日本政策金融公庫において審査するもの
とし、合格した者のみ競争参加資格を有する
ものとする。
 令和07・08・09年度全省庁統一資格、「役務
の提供等」において「Ａ」、の等級に格付け
されている者であること、又は、申請書類に
より同等であると確認できる者であること。
 入札説明書に定める資格を有する者である
こと。なお詳細については入札説明書に記載
のとおり。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1000004 東京都千代田区大手町１

９４ 大手町フィナンシャルシティ ノー
スタワー 株式会社日本政策金融公庫 管財
部契約課 與座 香織 電話0332701552
 入札説明書の交付方法 本公告の日から、
原 則 と し て、 調 達 情 報 サ ー ビ ス
（https://jfc.efftis.jp/PPI/Public/）により交
付する。ただし、システム上の制約等によっ
て調達情報サービスの利用ができない場合
は、電子メールにより交付することができる。
電子メールによる交付を希望する者は、次の
内容の電子メールを、管財部契約課代表アド
レス（pnbid-k@jfc.go.jp）に送信し、担当
者まで電話連絡を行うこと。
ア 電子メールの標題に、「入札公告第８
153号に係る入札説明書交付希望」と記載
する。

イ 電子メールの本文に、次の内容を記載す
る。
 入札件名「職員の人事異動等に伴う引
越業務」
 交付申請者の住所、氏名、電話番号、
メールアドレス（交付申請者が法人の場
合は、住所、法人名、担当部署、担当者
氏名（役職）、電話番号、メールアドレ
ス）、調達情報サービスが利用できない
理由
公庫が当該電子メールに返信することによ
り、入札説明書を交付する。
なお、窓口での直接交付を希望する者に対
しては、上記３の交付場所にて交付を行う。
（上記３における「日本公庫エントランス
１階総合受付」で担当名及び当該案件に係る
入札説明書交付希望の旨を伝えること。）
 入札書の提出期限 令和８年10月15日（木）
12時00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月16日
（金）11時00分 大手町フィナンシャルシティ
ノースタワー14階1401会議室
なお、開札会場については変更する場合が
ある。

４ 電子入札システムの利用
本件は、電子入札システムを利用した応札及
び入開札手続により実施するものとする。ただ
し、公庫の承認を得た場合は、紙による入札書
の提出も可とする。詳細については、入札説明
書のとおり。
なお、上記３及びについては、電子入札
システムにおいてシステム障害が発生した場合
には、別途通知する日時に変更する場合がある。
５ その他
 入札、契約手続において使用する言語及び
通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 全額免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書及び入札に関する条件に違反した入札書は
無効とする。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。



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６ Summary

 Contracting entity : SATOU Shinichi,

Head, Property Administration Departm‑

ent, Japan Finance Corporation

 Classification of the services to be pro‑

cured : 57

 Nature and quantity of the services to be

required : Moving services related to staff

personnel transfers, 1 set

 Fulfillment period : refer to the tender do‑

cumentation.

 Fulfillment place : refer to the tender do‑

cumentation.

 Time‑limit for tender : 12 : 00 15 Octo‑

ber 2026

 Contact point for the notice : YOZA

Kaori, Property Administration Departm‑

ent, Japan Finance Corporation, 194
Otemachi, Chiyoda‑ku, Tokyo, 1000004,
Japan TEL 0332701552

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
日本年金機構本部調達管理部長 内藤 啓
◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
〇第 49 号
１ 調達内容
 品目分類番号 ６
 調達等件名及び数量 帳票「Ｆ35３ 返
信用封筒＿事務センター宛（料金受取人払）」
の作成 予定数量2374箱 外１件
 帳票「Ｆ35４ 返信用封筒＿事務セン
ター宛（三つ折り）（料金受取人払）」の作成
予定数量11760箱

 帳票「Ｆ35３ 返信用封筒＿事務セン
ター宛（料金受取人払）」の作成 予定数量
2374箱

 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 履行開始日から令和10年３月10
日まで
 履行場所 日本年金機構が指定する場所
 入札方法 入札は、１件当たりの単価にて
行う。
 入札参加者は当該業務にかかる経費のほ
か、輸送費、保険料等その他一切の諸経費
を含めた入札金額を見積もるものとする。

 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額をもって判定を行う。
 入札参加者は、消費税等に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額から消費税等に相当す
る金額を控除した金額を入札書に記載する
こと。
 入札金額は直近の実勢価格を踏まえた金
額とするとともに、契約期間中に最低賃金
額の改定をはじめとする労務費、原材料費、
エネルギーコスト等の変動が具体的に見込
まれる場合は、当該変動を見込むこと。

 電子入札システムの利用 本案件における
入札手続は電子入札システムにより行う。電
子入札システムの運用及び取扱いは、「日本年
金機構電子入札運用基準」に基づくためあわ
せて確認すること。なお、電子入札システム
により難い者は、日本年金機構が認める場合
に限り、紙入札での参加を認めるものとする。

２ 競争参加資格
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者に該当しない者であ
ること。ただし、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は除く。
 日本年金機構の調達において、次のいずれ
かに該当し、かつその事実があった後３年（日
本年金機構から競争参加資格停止措置又は厚
生労働省から指名停止の措置を受けている場
合はその期間）を経過していない者でないこ
と。また、その者を代理人、支配人その他の
使用人として使用する者又は入札代理人とし
て使用する者についても、同様とする。
 契約の履行に当たり故意に工事若しくは
製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは
数量に関して不正の行為をしたとき。
 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正
な価格を害し若しくは不正の利益を得るた
めに連合したとき。
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げたとき。
 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げたとき。
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
たとき。
 上記により一般競争に参加できないこと
とされている者を契約の締結又は契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使用
人として使用したとき。

 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」のＡ、Ｂ
又はＣの等級に格付けされ、関東・甲信越地
域の競争参加資格を有する者であること。
 全省庁統一資格にかかる資格審査申請書又
は添付書類に虚偽の事実を記載していないと
認められる者であること。
 当該業務又は類似の業務を相当量完了した
実績を有している者であること。
 当該業務を確実に実施できると証明した者
であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他、入札説明書に定める資格を有する
者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書の配付方法及び問い合わせ先
日本年金機構ホームページ・調達情報から
ダウンロードすること。 〒1688505 東
京都杉並区高井戸西３５24 日本年金機
構本部調達管理部契約グループ 立石万莉奈
電話0353441100 内線（6344）

 業務説明会の日時及び場所 業務説明会は
実施しない。
 入札書の受領期限
 令和８年10月15日18時00分まで
 令和８年10月20日18時00分まで
 開札の日時及び場所
 令和８年10月16日14時10分
 令和８年10月21日13時30分
東京都杉並区高井戸西３５24 日本年
金機構本部１階入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札参加者に要求される事項 この一般競
争に参加する者は、競争参加に必要な書類を
は令和８年10月14日11時00分までに、は
令和８年10月19日11時00分までに提出しなけ
ればならない。入札参加者の競争参加に必要
な書類等は日本年金機構において審査するも
のとし、採用し得ると判断された場合の入札
書のみを落札決定の対象とする。入札参加者
は、日本年金機構から当該書類等に関し説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札参加者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した
入札書、その他入札の条件に違反した入札は
無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 業務を履行できると日
本年金機構が判断した書類及び入札書を提出
した入札参加者であって、日本年金機構の予
定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって
有効な入札を行った入札参加者を落札者とす
る。ただし、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結する
ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるお
それがあって著しく不適当であると認められ
るときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of pro‑

curing entity : Akira Naitou, Director of

Procurement Management Department, Ja‑

pan Pension Service

 Classification of the services to be pro‑

cured : 6

 Nature and quantity of the services to be

required :

 Printing of form F354
(approximately 11,760)

 Printing of form F353
(approximately 2,374)

 Performance period : 10 March, 2028

 Performance place : To be designated by

Japan Pension Service

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 shall have legal capacity to conclude

contracts, and are not being bankrupt.

This includes minors or those who are

subject to guardianship, if their guardian

grants them permission to do so.

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 shall not be suspended/debarred by Ja‑
pan Pension Service, from participating
in tenders. This includes suppliers who
employ such persons as their agents or
representatives.
 shall have Grade A, Grade B or Grade
C on Manufacture of products in the
Kanto‑Koshinetsu Area in terms of quali‑
fication for participating in tenders by
Ministry of Health, Labour and Welfare
(Government‑wide qualification) in the
fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 shall meet qualification as indicated in
the tendering instructions.

 Time‑limit for tender :
 18 : 00, 15 October, 2026
 18 : 00, 20 October, 2026
 Contact point for the notice : Marina Ta‑
teishi, Contracting Group, Procurement
Management Department, Japan Pension
Service, 3524, Takaido‑nishi, Sugina‑
mi‑ku, Tokyo 1688505 Japan TEL : 03
53441100

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
東北地方整備局副局長 木本 仁

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04
〇第３号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 青森港油川地区航路・泊地（－12
ｍ）外浚渫工事（電子入札対象案件）（電子契
約対象案件）
 工事場所 青森県青森港内
 工事内容 本工事は浚渫工、土捨工を施工
するものである。
 工期 契約締結日から令和９年７月30日ま
で
 本工事は、技術提案評価型Ｓ型で求めてい
る技術提案（以下、「通常技術提案」という。）
に加えて、軽微な設計図書の変更を許容した
技術提案（以下、「技術向上提案」という。）等
について記述した、競争参加資格確認申請書
（以下、「申請書」という。）及び競争参加資格
確認資料（以下、「資料」という。）を受け付け、
価格以外の要素と価格を総合的に評価して落
札者を決定する総合評価落札方式（技術提案

評価型ＳⅠ型）の試行工事であり、品質確保
のための体制その他の施工体制の確保状況を
確認し、施工内容を確実に実現できるかどう
かについて審査し、評価を行う施工体制確認
型総合評価落札方式の試行工事である。
技術向上提案は、発注者が公告時の設計図
書で示す標準的な仕様案（以下、「発注者が示
す仕様」という。）に対して目的物の仕様や工
法（仮設等を含む）の軽微な変更を許容し、
さらなる工事品質の向上が図られるテーマに
ついて、競争参加者の提案を求めるものであ
る。提案された技術向上提案について、発注
者が採用を決定し設計変更内容を指示した場
合は、その提案の実施に必要な費用について
契約変更の対象とすることを認めることとす
る。
 本工事は、申請書及び資料の提出、入札等
を電子入札システムで行う対象工事である。
なお、電子入札システムによりがたい場合は、
発注者の承諾を得て紙入札方式に代えること
ができる。
 本工事は、見積参考資料（金抜き設計書）
を開示する対象工事である。
 本工事は、主任（監理）技術者や現場代理
人として施工経験を有さない技術者（主任（監
理）技術者等未経験者）を定期的に指導する
経験豊富な技術者（技術指導者）を配置でき
る「主任（監理）技術者等未経験者育成型（工
事）」の工事である。
 本工事は、中間前金払いに代わり、出来高
に応じた部分払を選択することができる「出
来高部分払方式」の対象工事であり、出来高
部分払方式の選択にあたっては、落札決定後、
速やかに支出負担行為担当官に通知するこ
と。
 本工事は、契約変更手続きの透明性を確保
するための第三者による適正性をチェックす
る試行工事である。
 本工事は賃上げを実施する企業に対して総
合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等を
推進する企業として法令に基づく認定を受け
た企業を評価する工事である。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を原則として電子契約システムで行う対象工
事である。なお、電子契約システムによりが
たい場合は、落札決定後、速やかに発注者の
承諾を得て紙方式に代えるものとする。

 本工事は、落札決定後に「予定価格（税抜
き）、予定価格（税抜き）の積算内訳、調査
基準価格、落札理由（総合評価方式）」契約締
結後に「工事設計書」を公表する工事である。
「工事設計書」については、契約後に適宜、
東北地方整備局港湾空港部ホームページによ
り公表する。
 本工事は、別冊特記仕様書の「【別紙】試行
等一覧」に示す試行等の対象工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体（以下「特定Ｊ
Ｖ」という。）又は単体有資格業者であること。
なお、特定ＪＶとして競争に参加する場合は、
別に公示する特定ＪＶの資格決定を受けるこ
と。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下、「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 東北地方整備局（港湾空港関係）における
令和７・８年度一般競争（指名競争）入札参
加資格のうち、「港湾等しゅんせつ工事」の決
定の際に算定した客観点数が次に示す数値以
上の者であること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開始の
決定後、東北地方整備局副局長が別に定める
手続に基づく一般競争参加資格の再審査の際
に算定した当該「港湾等しゅんせつ工事」に
おける客観点数が次に示す数値以上の者であ
ること）。
１）特定ＪＶの代表者又は単体有資格業者
950点以上
２）特定ＪＶの代表者以外の構成員 750点
以上

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再決定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成23年４月１日以降に元請けとして、完
成・引き渡しが完了した次に掲げる同種工事
の施工実績を有すること。
ただし、経常建設共同企業体での実績にお
いては、代表者を含む構成員のいずれか１社
が同種工事の施工実績を有していればよい

（共同企業体の構成員としての施工実績は、
出資比率が20％以上であること。ただし、乙
型共同企業体の同種工事の施工実績について
は、出資比率にかかわらず各構成員が施工を
行った分担工事の実績であること。）。
１）特定ＪＶの代表者又は単体有資格業者
・同種工事は、航路又は泊地において
220000以上のポンプ浚渫を行った工
事。

２）特定ＪＶの代表者以外の構成員
・同種工事は、航路又は泊地において浚渫
を行った工事。
なお、当該施工実績が地方整備局の発注し
た工事（港湾空港関係）に係る施工実績であ
る場合にあっては、工事成績評定点が65点未
満であるものを除く。
また、海外インフラプロジェクト技術者認
定・表彰制度により認定された海外実績（港
湾空港関係に限る）も同種工事として認める。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。なお、本工事において申請できる主任技
術者又は監理技術者は１名とする。
１）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
２）特定ＪＶの代表者又は単体有資格業者に
あっては、平成23年４月１日以降に元請け
として、完成・引き渡しが完了した次に掲
げる同種工事の施工経験を有する者である
こと。なお、競争参加者が甲型特定建設工
事共同企業体である場合は、代表者以外の
構成員について、主任技術者又は監理技術
者の工事の施工経験は求めない。
ただし、経常建設共同企業体での実績に
おいては、代表者を含む構成員のいずれか
１社の技術者が同種工事の施工経験を有し
ていればよい（共同企業体の構成員として
の施工経験は、出資比率が20％以上である
こと。ただし、乙型共同企業体の同種工事
の施工経験については、出資比率にかかわ
らず各構成員が施工を行った分担工事の経
験であること。）。
・同種工事は、航路又は泊地において浚渫
を行った工事。
特定ＪＶの代表者以外の構成員にあって
は、規定しない。


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なお、当該施工経験が地方整備局の発注
した工事（港湾空港関係）に係る施工経験
である場合にあっては、工事成績評定点が
65点未満であるものを除く。
また、海外インフラプロジェクト技術者
認定・表彰制度により認定された海外実績
（港湾空港関係に限る）も同種工事として
認める。
３）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

 配置予定の主任（監理）技術者の他に技術
指導者（現場代理人又は担当技術者として配
置）を配置する場合は、緊急時に的確かつ迅
速に対応し、不測の事態に対しても臨機に対
応できるものとして、次に掲げるから全
ての条件を満足する者であること。ただし、
技術指導者を含む複数の者が指導を行うこと
を妨げない。なお、技術指導者は別件工事で
指導することができない。
 上記に掲げる主任（監理）技術者に求
める要件をすべて満たすこと。
 別件工事で専任配置されていないこと。
 定期的に配置予定主任（監理）技術者の
指導を現場にて行うこと（１回／週程度）
※技術指導者を配置する場合の配置予定主
任（監理）技術者等未経験者に求める競
争参加資格要件は、に掲げる主任（監
理）技術者に求める要件のうち施工経験
は求めない。また、配置予定主任（監理）
技術者がに掲げる同種工事の施工経験
を有する場合、技術指導者を配置するこ
とはできない。

 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、東北地方整備局から、地方
整備局（港湾空港関係）所掌の工事請負契約
に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３月
31日付け港管第927号）に基づく指名停止を
受けていないこと。
 東北地方整備局（港湾空港関係）が発注し
た工事の受注実績がある場合は、工事成績評
定点が以下に示すものであること。
１）港湾等しゅんせつ工事のうち、令和６年
度～令和７年度に完成・引き渡しが完了し
た工事がある場合においては、当該工事に
係る工事成績評定点の平均点が65点以上で
あること。

２）令和７年度以降に完成・引き渡しが完了
した低入札価格調査制度対象工事があった
場合においては、当該工事の工事成績評定
点が70点未満でないこと。

 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 技術提案書（工事全般の施工計画）が適正
であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省が行う公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者でな
いこと。

３ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法
１）入札参加者は、価格、価格以外の要素を
もって入札をし、次の各要件に該当する者
のうち、下記総合評価の方法によって得
られた評価値の最も高い者を落札者とす
る。
ア）入札価格が予決令第79条の規定に基づ
いて作成された予定価格の制限の範囲内
であること。なお、予定価格は、設計図
面及び設計図書に基づき算出し、総合評
価管理費は含まない。
イ）評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値を下回らないこと。

２）上記において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、該当者にくじを引かせ
て落札者を決定する。

 総合評価の方法
１）入札説明書等に記載された要求要件を実
現できると認められる企業には標準点100
点を与える。
２）提出資料を基に、次のア）イ）及びウ）
の評価を行い加算点を、また、エ）の評価
を行い施工体制評価点を与える。なお、加
算点の最大は63点とし、施工体制評価点の
最大は30点とする。
ア）技術提案（通常技術提案及び技術向上
提案）
イ）賃上げの実施に関する評価
ウ）ワーク・ライフ・バランス等を推進す
る企業の評価

エ）施工体制（品質確保の実効性、施工体
制確保の確実性）
施工体制の確認結果により、技術提案の
配点を減ずる場合がある。
３）評価値は、入札者の申し込みに係る上記
１）及び２）により得られた標準点と加算
点及び施工体制評価点の合計を当該入札者
の入札価格で除して得た数値をもって行
う。

 評価の担保 受注者が競争参加資格確認通
知時に「実施義務有り」として通知された通
常技術提案について、受注者の責により提案
内容が履行できなかった場合、請負工事成績
評定の減点を行う。
なお、技術提案が履行できなかった場合は、
請負工事成績評定の減点に加え、違約金の徴
収を行う。

４ 入札手続等
 担当部局 〒9808602 仙台市青葉区本町
３３１仙台合同庁舎Ｂ棟 東北地方整備
局総務部経理調達課契約企画係 昆野 真央
電話0227160013

 入札説明書及び特記仕様書の配布期間、場
所及び方法
１）配布期間：令和８年８月25日から令和９
年１月19日
２）配布場所及び方法 入札説明書及び特記
仕様書を港湾空港関連入札・契約情報（Ｐ
ＡＳ）（https://www.pas.ysk.nilim.go.jp/）
より配布する。
ただし、書面による配布を希望する場合
は、あらかじめその旨を上記の担当部局
へ申し込みを行った上で、上記の期間に
の担当部局にて無償で配布する。

 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
１）提出期間 電子入札システムにより提出
する場合は、令和８年８月25日から令和８
年10月26日までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日、９時00分から18時00分までに
行うこと。（最終日は12時00分までとする。）
２）提出場所及び方法 電子入札システムに
よるものとする。なお、申請書及び資料が
10ＭＢを超える場合の提出方法等について
は、入札説明書による。また、発注者の承
諾を得て持参する場合は、上記の担当部
局へ提出すること。

 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の
提出方法 入札書は、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、発注者の承諾を得
た場合は、紙により持参又は郵送すること。
１）電子入札システムによる入札締め切り
令和９年１月14日13時00分まで。
２）紙により持参又は郵送の場合 令和９年
１月14日13時00分まで。提出先は、東北地
方整備局総務部経理調達課調達係。

 開札の日時及び場所
１）開札日時：令和９年１月20日10時00分。
２）開札場所：東北地方整備局（仙台合同庁
舎Ｂ棟）会議室にて行う。

５ その他
 手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行 青葉通代理店（七十七銀行本店））。
ただし、利付国債の提供（取扱官庁東北地
方整備局）又は銀行等の保証（取扱官庁東
北地方整備局）をもって入札保証金の納付
に代えることができる。
また、入札保証保険契約の締結を行い、
又は契約保証の予約を受けた場合は、入札
保証金を免除する。
２）契約保証金 納付。ただし、利付国債の
提供（取扱官庁 東北地方整備局）又は金
融機関若しくは保証事業会社の保証をもっ
て契約保証金の納付に代えることができ
る。また、公共工事履行保証証券による保
証を付し、又は履行保証保険契約の締結を
行った場合は、契約保証金を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した者の入札は無効とする。
 落札者の決定方法 落札者は上記３に定
める評価値の最も高い者とする。ただし、落
札者となるべき者の入札価格によっては、そ
の者により当該契約の内容に適合した履行が
なされないおそれがあると認められるとき、
又はその者と契約を締結することが公正な取
引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著
しく不適当であると認められるときは、入札
した他の者のうち評価値の最も高い者を落札
者とすることがある。
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 配置予定技術者の確認 落札者決定後、工
事実績情報システム等により配置予定の主任
技術者又は監理技術者の専任制違反の事実が
確認された場合、契約を結ばないことがある。
なお、種々の状況からやむを得ないものとし
て承認された場合の外は、申請書及び資料の
変更は認められない。
 専任の主任技術者又は監理技術者の配置が
義務づけられている工事において、低入札価
格調査基準価格を下回った価格をもって契約
する場合においては、専任の主任技術者又は
監理技術者とは別に同等の要件を満たす技術
者の配置を求めることがある。
 契約締結後のＶＥ提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金の低減
を可能とする工事材料、施工方法等に係る設
計図書の変更について、発注者に提案するこ
とができる。提案が採用された場合には、設
計図書を変更し、必要があると認められる場
合には請負代金の変更を行うものとする。詳
細は「港湾工事共通仕様書」（国土交通省港湾
局）による。ただし、総合評価落札方式の提
案範囲を除く。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の決定を受けていない者
の参加 当該一般競争参加資格の決定に係る
申請は、当該者の「競争参加者の資格に関す
る公示」（令和６年10月１日付国土交通省東北
地方整備局副局長他７者公示）別記に掲げる
本店所在地（日本国内に本店がない場合にお
いては、日本国内の主たる営業所の所在地。
以下同じ。）の区分に応じ、同別記に定める提
出場所において、随時受け付ける。また、当
該者が申請書及び資料を提出したときに限
り、東北地方整備局総務部経理調達課
（〒9808602 仙台市青葉区本町３３１
仙台合同庁舎Ｂ棟 電話0227160013）に
おいても当該一般競争参加資格の決定に係る
申請を受け付ける。

 工事の実施にあたっては、東日本大震災に
よる被災者等の積極的な雇用に配慮するこ
と。なお、被災者等の雇用においては、賃金
等の支払いが適正かつ遅延なく行われるよう
配慮すること。
 中東情勢の変化等により工事資材の調達が
困難となったことに伴い工期内に工事を完成
させることができなくなった場合や工事の全
部又は一部を完成させることができなくなっ
た場合には、受注者の責めに帰すことができ
ない事由に該当するものとして、指名停止措
置要領に基づく指名停止等の措置や請負工事
成績評定における減点の対象とはならない。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KIMOTO Jin Vice Di‑

rector‑General, Tohoku Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism
 Classification of the services to be pro‑

cured : 41
 Subject matter of the Contract : Dredging

work of Channel and Anchorage (－12m) at
the Aburakawa Area, Port of Aomori
 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 26 October 2026
 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 13 : 00 14

January 2027 (tenders brought with

13 : 00 14 January 2027 or submitted by

mail : 13 : 00 14 January 2027)
 Contact point for tender documentation :

KONNO Mao, Accounting and Procurem‑

ent Division, General Affairs Department,

Tohoku Regional Development Bureau,

Ministry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism ; 331 Honcho, Aoba‑ku,
Sendai‑city, Miyagi‑pref 9808602 Japan.
TEL 0227160013

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、国庫債務負担行為に基づく契約の中
間年度（契約を締結する会計年度の翌年度をい
う。）における請負代金の支払いの限度額（以下「支
払限度額」という。）について、当初契約の時点で
「０」と設定し、補正予算が措置されるなど追加

で予算の執行が可能となった場合に各年度の支払
限度額を変更し、前倒しで既済部分払等の支払い
を可能とする「事業加速円滑化国債」を採用する。
支払条件等については、入札説明書及び現場説明
書の内容を十分に確認すること。
令和８年８月 25 日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 小林賢太郎

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８長殿道路１号橋上部工事（電
子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 奈良県吉野郡十津川村長殿地先
 工事内容 工事延長Ｌ＝178ｍ、ＰＣ２径
間連続箱桁橋（最大支間長873ｍ）、コンク
リート橋上部工、ＰＣ片持箱桁橋工（片持張
出架設）１式、鋼製桟道橋工１式、橋梁下部
橋台工（胸壁）１式、ＲＣ橋脚工（胸壁）１
式、仮設工１式
 工期 令和９年２月１日から令和11年３月
30日まで。（余裕期間：契約締結日の翌日から
令和９年１月31日まで）
 使用する主要な資機材 コンクリート 約
2730、鋼材（鉄筋・ＰＣ鋼材含む）約
623ｔ
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式及び
契約締結後に施工方法等の提案（総合評価に
係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ方
式の試行工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム活
用推奨モデル工事の試行対象工事である。
 本工事は、受注者の発案による施工手順の
工夫等の創意工夫による生産性向上の取組を
推進する「生産性向上チャレンジ」の試行対
象工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出及び入札を
電子入札システムで行う対象工事である。

なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ものとする。
 総価契約単価合意方式の適用
１）本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
２）本方式の実施方式としては、
イ）単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。下記ロ）
において同じ。）のそれぞれを算出した上
で、当該単価について合意する方式）
ロ）包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）が
あり、受注者が選択するものとする。
ただし、受注者が単価個別合意方式を選
択した場合において、上記１）の協議の開
始の日から14日以内に協議が整わないとき
は、包括的単価個別合意方式を適用するも
のとする。
３）受注者は、「包括的単価個別合意方式」を
選択したときは、契約締結後14日以内に、
契約担当課が契約締結後に送付する「包括
的単価個別合意方式希望書」に、必要事項
を記載の上、当該契約担当課に提出するも
のとする。
４）その他本方式の実施手続は、「総価契約単
価合意方式実施要領」及び「総価契約単価
合意方式実施要領の解説」によるものとす
る。

 本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭを導入すること
により、ＩＣＴの全面的活用を推進し、ＢＩ
Ｍ／ＣＩＭモデルの活用による建設生産・管
理システム全体の課題解決及び業務効率化を
図ることを目的とするＢＩＭ／ＣＩＭ適用工
事（発注者指定型）である。
 本工事は、ＩＣＴ技術の全面的活用を図る
ため、受注者の提案・協議により、起工測量、
設計図書の照査、施工、出来形管理、検査及
び工事完成図や施工管理の記録及び関係書類
について３次元データを活用するＩＣＴ活用
工事の対象工事（施工者希望Ⅱ型【構造物工
（橋梁上部）】）である。


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 本工事は、工事実施にあたって不足する下
請け等の技術者や技能者等を、通常考える工
事実施地域外から広域的に確保せざるを得な
い場合に、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」
及び「現場管理費のうち労務管理費」の一部
の費用（以下「実績変更対象費」という。）に
ついて、契約締結後、労働者確保に要する方
策に変更が生じ、土木工事標準積算基準書の
金額相当では適正な工事の実施が困難になっ
た場合は、実績変更対象費の支出実績を踏ま
えて最終精算変更時点で設計変更する試行工
事である。
 本工事は、工期設定の根拠とした工事に必
要な関係機関との協議、地元協議、用地確保
等の進捗状況を踏まえた概略工事工程表等の
施工条件を明示することにより、適切な工期
設定の取組を行う試行工事である。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
を補正する試行の対象工事である。
 本工事は、建設業法第26条第３項第２号の
規定の適用を受ける監理技術者（専任特例２
号の場合の監理技術者）の配置は認めない。
 本工事は、契約手続にかかる書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工事
である。なお、電子契約システムによりがた
い場合は、発注者の承諾を得て紙契約方式に
代えるものとする。
また、発注者の承諾を得て紙入札方式に代
える場合、書面手続きにおける押印等の取り
扱いについて、留意すること。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、契約変更手続きの透明性を確保
するため、契約変更前に必要に応じて第三者
による適正性チェックを実施する試行工事で
ある。
 本工事は、受注者の協力の下、下請業者へ
の賃金の支払いや適正な労働時間確保に関
し、賃金・労働時間・労務費の実態を調査す
る試行工事（受注者希望方式）である。

２ 競争参加資格
 次に掲げる条件を満たしている単体有資格
業者、又は次に掲げる条件を満たしている者
により構成される特定建設工事共同企業体
（以下「特定ＪＶ」という。）であって、「競争
参加者の資格に関する公示」（令和８年８月25
日付け近畿地方整備局長）に示すところによ
り近畿地方整備局長から「Ｒ８長殿道路１号

橋上部工事」に係る特定ＪＶとしての競争参
加資格（以下「特定ＪＶとしての資格」とい
う。）の認定を受けている者であること。
⒜ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
⒝ 近畿地方整備局における令和７・８年度
一般競争（指名競争）参加資格「プレスト
レスト・コンクリート工事」の認定を受け
ていること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続開
始の決定後、近畿地方整備局長が別に定め
る手続に基づく一般競争（指名競争）参加
資格の再認定を受けていること。）。
⒞ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記⒝の再認定を受けた者を除く。）でな
いこと。
⒟ 平成23年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した下記１）から５）までの要
件を満たす工事（発注機関は問わない。）の
施工実績（以下「同種工事の実績」という。）
を有すること（甲型共同企業体構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合の
もの、乙型共同企業体構成員としての実績
は、出資比率にかかわらず各構成員が施工
を行った分担工事のものに限る。また、事
業協同組合構成員の実績は認められな
い。）。
１）道路橋（Ａ活荷重以上）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通は除く）の工事。
２）橋梁形式がＰＣ連続橋の工事。
３）最大支間長が65ｍ以上の工事。
４）架設工法が、張出し架設であること。
５）河川を横断する橋梁であること。
ただし、上記１）から５）までは、同一
工事の実績であること。
なお、特定ＪＶ及び経常建設共同企業体
（以下「経常ＪＶ」という。）にあっては、
構成員のうちの１社が平成23年度以降に元
請として完成し、引渡しが完了した同種工
事の実績を有するとともに、その他の構成
員はそれぞれ平成23年度以降に元請として
完成し、引渡しが完了した下記６）及び

７）の要件を満たす工事（発注機関は問わ
ない。）の施工実績（以下「その他構成員の
実績」という。）を有すること（甲型共同企
業体構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のもの、乙型共同企業体構
成員としての実績は、出資比率にかかわら
ず各構成員が施工を行った分担工事のもの
に限る。また、事業協同組合構成員の実績
は認められない。）。
６）道路橋（Ａ活荷重以上）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通は除く）の工事。
７）橋梁形式がＰＣ連続橋の工事。
ただし、上記６）及び７）は、同一工事
の実績であること。
同種工事の実績及びその他構成員の実績
が国土交通省大臣官房官庁営繕部、各地方
整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合
事務局開発建設部発注の工事（港湾空港関
係を除く。）のうち入札説明書に示すものに
係る実績である場合にあっては、工事成績
評定が入札説明書に示す点数未満であるも
のを除く。
また、申請書及び資料の提出期限までに
完成し、引渡しが完了する予定であった工
事が「新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止に向けた工事及び業務の一時中止措
置等について」（以下「コロナ通知」という。）
に基づく一時中止等を行ったことにより、
申請書及び資料の提出期限までに完成し、
引渡しが完了していない場合においても実
績として認める。
ただし、コロナ通知に基づく一時中止等
以降、新たな理由により工期を延期した場
合、工事の完成、引渡しの完了まで実績と
して認めない。
⒠ 本工事に特定ＪＶ及び経常ＪＶとして申
請書及び資料を提出した場合、その構成員
は単体として申請書及び資料を提出するこ
とはできない。
⒡ 申請書及び資料の提出期限の日から開札
の時までの期間に、近畿地方整備局長から
工事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年３月29日付け建設省厚第91号）
に基づく指名停止を受けていないこと。
⒢ 申請書及び資料の提出期限の日におい
て、低入札工事を受注したことにより、近
畿地方整備局が発注する新たな工事への参
入を制限されていないこと。

⒣ 本工事に係る設計業務等の受託者又は当
該受託者と資本もしくは人事面において関
連がある建設業者でないこと（入札説明書
参照）。
⒤ 入札に参加しようとする者の間に資本関
係、又は人的関係がないこと又はその他の
入札の適正さが阻害されると認められる関
係がないこと（入札説明書参照）。
⒥ 入札参加希望者の代表者又は代理権限の
ある名義人のＩＣカードにより、電子入札
システムからダウンロードした当該工事の
入札説明書及び図書等に基づき申請書及び
資料を作成すること（ただし、電子記録媒
体（ＣＤＲ又はＤＶＤＲ）を下記４
⒝に持参することにより電子データの交付
を受け、申請書及び資料を作成した者も可
とする。）。
⒦ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずる者として、
国土交通省発注工事等からの排除要請があ
り、当該状態が継続しているものでないこ
と。

 次の基準を満たす監理技術者又は主任技術
者（以下「配置予定技術者」という。）を当該
工事の現地に専任で配置できること。
⒜ １級土木施工管理技士、２級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。
⒝ 平成23年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した上記⒟１）から５）まで
の要件を満たす工事（発注機関は問わな
い。）の経験（以下「同種工事の経験」とい
う。）を有する者であること（甲型共同企業
体構成員としての経験は、出資比率が20％
以上の場合のもの、乙型共同企業体構成員
としての経験は、出資比率にかかわらず各
構成員が施工を行った分担工事のものに限
る。）。
ただし、上記⒟１）から５）までは、
同一工事の経験であること。
なお、明示した同種工事の経験に携わっ
ていたことが確認できる工事に限る。
また、上記の期間に１年以上の産前・産
後・育児休業、介護休業及び傷病休業（以
下「長期休暇」という。）を取得した場合は、
長期休暇期間に相当する期間を実績として
求める期間に加えることができる。
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同種工事の経験が国土交通省大臣官房官
庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及
び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注の
工事（いずれも港湾空港関係を除く。）のう
ち入札説明書に示すものに係る経験である
場合は、工事成績評定が入札説明書に示す
点数未満であるものを除く。
なお、申請書及び資料の提出期限までに
完成し、引渡しが完了する予定であった工
事がコロナ通知に基づく一時中止等を行っ
たことにより、申請書及び資料の提出期限
までに完成し、引渡しが完了していない場
合においても経験として認める。ただし、
コロナ通知に基づく一時中止等以降、新た
な理由により工期を延期した場合、工事の
完成、引渡しの完了まで経験として認めな
い。
⒞ 配置予定技術者が、監理技術者の場合は、
監理技術者資格者証及び監理技術者講習修
了証を有する者であること。
⒟ 配置予定技術者（及びその他構成員の配
置予定技術者）については、直接的かつ恒
常的な雇用関係（申請書及び資料の提出期
限の日以前に３ヶ月以上の雇用関係）があ
ること。
⒠ 在籍出向者等を配置予定技術者として配
置する場合は、「建設業者の営業譲渡又は会
社分割に係る主任技術者又は監理技術者の
直接的かつ恒常的な雇用関係の確認の事務
取扱いについて」（平成13年５月30日付け国
総建第155号）、「官公需適格組合における組
合員からの在籍出向者たる監理技術者又は
主任技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係
の取扱い等について」（令和５年３月13日付
け国土建第601号）、「企業集団内の出向社員
に係る監理技術者等の直接的かつ恒常的な
雇用関係の取扱い等について」（令和６年３
月26日付け国不建技291号）又は「持株会
社の子会社が置く主任技術者又は監理技術
者の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱い
について（改正）」（平成28年12月19日付け
国土建第357号）において定められた在籍
出向等の要件に適合していること。
なお、特定ＪＶ又は経常ＪＶにあっては、
構成員のうちの１社が上記⒜から⒠までの基
準をすべて満たす配置予定技術者を当該工事

の現地に専任で配置できるとともに、その他
の構成員も配置予定技術者を当該工事の現地
に専任で配置できること。
また、本入札公告において申請できる配置
予定技術者は１名とする。２名以上申請した
場合は、欠格とする。

３ 総合評価に関する事項
 入札に関する事項
１）「工事目的物の性能・機能の向上に関す
る事項」及び「生産性向上に関する事項」
を評価項目とし、具体的には以下のとおり
である。
⒜ ＰＣ箱桁橋の性能・機能の確保に留意
した施工方法の工夫とその効果
⒝ ＰＣ箱桁橋における効率化、省力化に
よる施工上の工夫とその効果

２）「賃上げ評価」 従業員への賃金引き上
げ計画を表明した企業等について評価す
る。
３）「ＷＬＢ（ワーク・ライフ・バランス）
関連認定制度」 ＷＬＢ（ワーク・ライフ・
バランス）関連認定制度で認定された企業
等について評価する。
４）「施工体制」についての評価項目は以下
のとおりである。
 施工体制確保の確実性
 品質確保の実効性
５）総合評価の方法は、次の要件に該当する
者のうち、下記によって得られる標準点
と入札参加者それぞれの提案の評価による
加算点の合計を入札価格で除した数値（以
下「評価値」という。）の最も高い者を落札
者とする。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 上記１）から４）までの内容が適正で
あること。
 評価値が標準点を予定価格で除した数
値を下回らないこと。

 提案について
⒜ 入札説明書に記載された要求要件を実現
できると認められる場合には、標準点とし
て100点を与えるものとし、指定テーマに
ついての評価の配点は60点とし、得点（素
点）の合計点を技術評価点とする。
⒝ 「賃上げ評価」については、賃上げの実
施を表明すれば２点を与える。

⒞ 「ＷＬＢ（ワーク・ライフ・バランス）
関連認定制度」については、ＷＬＢ（ワー
ク・ライフ・バランス）関連認定制度の認
定があれば05点を与える。
⒟ 施工体制については、「施工体制確保の確
実性」及び「品質確保の実効性」について
３段階で判定し、その評価に応じて、それ
ぞれ15／５／０点の加算点を与えるものと
する。

 上記において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、くじ引きにより落札者を
決定する。
 技術提案の履行に関する事項 受注者の責
により履行義務を負う技術提案が履行されな
い場合は、契約違反行為に該当することから、
指名停止等の措置を講じることがある。

４ 入札手続等
 担当部局 〒5408586 大阪府大阪市中央
区大手前３１41大手前合同庁舎８階 近
畿地方整備局総務部契約課契約第二係 田渕
元気 電話0669421141㈹

 入札説明書等の交付期間及び交付方法 入
札説明書等を電子入札システムにより交付す
る（電子入札システムの調達案件一覧中、本
案件の「掲載文書一覧」欄から、ダウンロー
ドすること。）。交付期間は、令和８年８月25
日から令和８年12月24日までの行政機関の休
日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１
条第１項に規定する行政機関の休日（以下「休
日」という。）を除く毎日、午前９時00分から
午後６時00分まで。
ただし、上記交付方法による入手ができな
い入札参加希望者に対しては、下記⒜から⒞
によるものとし、電子記録媒体（ＣＤＲ又
はＤＶＤＲ）を下記⒝に持参することによ
り電子データにて交付するので、下記⒝にあ
らかじめ申し出ること。
⒜ 交付期間：令和８年８月25日から令和８
年12月24日までの休日を除く毎日、午前９
時15分から午後５時00分まで。
⒝ 申込先及び交付場所：〒5408586 大阪
府大阪市中央区大手前３１41大手前合
同庁舎８階 近畿地方整備局総務部契約課
電話0669421141㈹

⒞ 交付申込期限：令和８年12月24日正午ま
で。

 申請書及び資料の提出期間、提出先及び提
出方法
⒜ 提出期間：令和８年８月26日から令和８
年９月29日までの休日を除く毎日、午前９
時15分から午後４時30分まで。ただし、提
出締切最終日は正午までとする。
⒝ 提出先：〒5408586 大阪府大阪市中央
区大手前３１41大手前合同庁舎１階
近畿地方整備局契約情報コーナー 電話
0669421141㈹ 内線2850
⒞ 提出方法：電子入札システムにより、提
出すること。ただし、紙入札方式による場
合は、書面により持参すること。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、提出先及び提出方法 令和８年11月９日
から令和８年12月24日までの休日を除く毎
日、午前９時15分から午後４時30分まで（最
終日は「入札書」受付締切時刻である正午ま
で。
ただし、利付き国債の提供の場合の期限は、
令和８年12月14日午後４時30分までとす
る。）。
〒5408586 大阪府大阪市中央区大手前

３１41大手前合同庁舎８階 近畿地方整
備局総務部契約課 電話0669421141㈹
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内
必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに限
る。提出期間内必着。）により提出すること。
 入札書の提出方法及び入札・開札の日時並
びに場所 入札書は、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、紙入札方式による
場合は、書面により持参又は郵送（書留郵便
に限る。）すること。
⒜ 電子入札システムによる入札の締切は、
令和８年12月24日正午。
⒝ 書面により持参する場合は、令和８年12
月24日正午までに近畿地方整備局総務部契
約課に提出すること。
⒞ 郵送による入札書の受領期限は、令和８
年12月24日正午（郵送による入札書の提出
場所は、近畿地方整備局総務部契約課）。
⒟ 開札は、令和９年１月７日午前10時00分
近畿地方整備局総務部契約課入札室にて
行う。


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５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
⒜ 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行大阪支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 近畿地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 近畿地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い又は契約保証の予約を受けた場合は、入
札保証金を免除する。
⒝ 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行大阪支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 近畿地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 近畿地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。
また、公共工事履行保証証券による保証
を付し又は履行保証保険契約の締結を行っ
た場合は、契約保証金を免除する。
なお、契約保証の保証期間は、契約締結
日の翌日から工期末日までを含むものとす
る。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 上記３５）に定める
評価値の最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で発注者の定
める最低限の要求要件をすべて満たして入札
した他の者のうち、評価値の最も高い者を落
札者とすることがある。
 契約締結後のＶＥ提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減することを可能とする施工方法等に係る設
計図書の変更について、発注者に提案するこ
とができる。提案の全部又は一部が適正と認

められた場合に、設計図書を変更し、必要が
あると認められる場合は、請負代金額の変更
を行うものとする。詳細は特記仕様書等によ
る。
 配置予定技術者の確認 落札決定後、工事
実績情報システム（コリンズ）等により配置
予定技術者の専任制違反の事実が確認された
場合には、契約を結ばないことがある。なお、
種々の状況からやむを得ないものとして承認
された場合以外は、申請書及び資料の差し替
えは認められない。
 当該工事において、調査基準価格を下回っ
た価格をもって契約する場合においては、監
理（又は主任）技術者及び現場代理人とは別
に同等の要件を満たす技術者の配置を求める
ことがある（入札説明書参照）。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 技術提案書のヒアリングは、必要に応じて
行う。
 技術提案の採否等 技術提案の採否並びに
評価については、競争参加資格の確認結果と
併せて通知する。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 特定ＪＶとしての資格の認定及び一般競争
（指名競争）参加資格の認定を受けていない
者の参加 特定ＪＶとしての資格の認定及び
上記２⒝に掲げる一般競争（指名競争）参
加資格の認定を受けていない者も、上記４
により申請書及び資料を提出することができ
るが、競争に参加するためには、開札の時に
おいて、特定ＪＶとしての資格の認定及び当
該一般競争（指名競争）参加資格の認定を受
け、かつ、競争参加資格の確認を受けていな
ければならない。
当該一般競争（指名競争）参加資格の認定
に係る申請は、「競争参加者の資格に関する公
示」（令和８年３月31日付け国土交通省大臣官
房会計課長、国土交通省大臣官房官庁営繕部
管理課長公示）別記に掲げる当該者（当該者
が特定ＪＶ及び経常ＪＶである場合において
は、その代表者。）の本店所在地（日本国内に
本店がない場合においては、日本国内の主た
る営業所の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、

同別記に定める提出場所において、随時受け
付ける。また、当該者が申請書及び資料を提
出したときに限り、近畿地方整備局総務部契
約課調査係（〒5408586 大阪府大阪市中央
区大手前３１41大手前合同庁舎８階 電
話0669421141㈹）においても当該一般競
争（指名競争）参加資格の認定に係る申請を
受け付ける。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KOBAYASHI Kentaro

Director General of the Kinki Regional De‑

velopment Bureau Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the superstructure for Bridge

No. 1 in Nagatono Road in R8

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

12 : 00 P.M. (noon) 29 September 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 24 December 2026 (tenders brought

along 12 : 00 P.M. (noon) 24 December 2026

or tenders submitted by mail 12 : 00 P.M.

(noon) 24 December 2026)

 Contact point for tender documentation :

TABUCHI Genki the second subsection

Chief the Contract Division, Kinki Regional

Development Bureau Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism 31
41, Otemae Tyuou‑Ward, Osaka‑city, 540
8586, Japan TEL 0669421141

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日

成田国際空港株式会社
代表取締役社長 藤井 直樹

◎調達機関番号 412 ◎所在地番号 12
〇第 2606 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｂ滑走路延伸部誘導路舗装工事

 工事場所 成田国際空港内及び空港外
 工事内容 本工事は、以下の工事等を行う
ものである。誘導路舗装工事（アスファルト
コンクリート舗装）
・平行誘導路 約27500
・高速離脱誘導路 約5500

 工期 令和11年６月29日まで
 落札者の決定方法 本件は、価格と価格以
外の要素を含め、総合的に成田国際空港株式
会社（以下「当社」という。）に最も有利な者
をもって契約の相手方とする総合評価落札方
式により、契約の相手方を決定する。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を全て満たすこととする。
 基本条件
 当社における2026～2028年度競争参加資
格の｢空港舗装工事｣に登録されているこ
と。且つ、直近の有効な「総合評定値通知
書」の総合評定値（Ｐ）が条件に合致して
いること。なお、申請書類の提出期限の日
において、当該資格に登録済みでない者が
本件に参加を希望される場合は、本件申請
書類の提出期限の日までに、登録に必要な
書類を提出すること。
 単体企業又は２者で構成された特定建設
工事共同企業体（以下「共同企業体」とい
う。）であり、全ての構成員は「舗装工事」
の総合評定値（Ｐ）が1000点以上である
こと。

 施工実績 以下に示す条件の完工実績
を有すること。なお、共同企業体の構成員と
しての実績である場合には、当社発注以外の
ものは、甲型共同企業体にあっては出資比率
20％以上のもの、乙型共同企業体にあっては
工区ごとの分担契約額が20％以上のものに限
る。
 単体企業又は共同企業体の代表者にあっ
ては、元請として過去15年（2011年８月以
降）の間にア及びイの完工実績を有するこ
と。ただし、ア、イは同一工事である必要
はない。
ア．空港基本施設（滑走路、誘導路、エプ
ロン）における20000以上のアスファ
ルトコンクリート舗装工事
イ．供用中の空港制限区域（※）内でのア
スファルトコンクリート舗装工事


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 共同企業体の代表者以外の構成員にあっ
ては、元請として過去15年（2011年８月以
降）の間にウ又はエのいずれかの完工実績
を有すること。
ウ．空港基本施設（滑走路、誘導路、エプ
ロン）における10000以上のアスファ
ルトコンクリート舗装工事
エ．供用中の空港制限区域（※）内でのア
スファルトコンクリート舗装工事
（※）空港制限区域とは、滑走路その他離
着陸区域、誘導路、エプロン、格納庫、
その他空港管理者が立ち入りの制限を標
示した区域を示す。

 技術者条件 本件は競争参加資格として、
配置技術者の条件を設定せず、契約締結後に
技術者要件を確認するものである。なお、契
約締結後に確認する技術者要件は、５によ
り交付する入札説明書及び特記仕様書（概要
版）に記載のとおりである。
 ６に定める競争参加資格確認申請書の提
出期限の日から開札までの間に、当社の定め
る「競争参加資格者取引停止措置要領」に基
づく取引停止の措置又は「調達事務細則」等
関連諸規程による競争参加の制限を受けてい
ないこと。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づく更生手続開始の申し立て又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づく再生手続
開始の申し立てがなされていないこと。（ただ
し、競争参加資格者として再登録済みで、入
札書の提出期限までに会社更生法に基づく更
生計画認可又は民事再生法に基づく再生計画
認可の決定を受けている者を除く。）

３ 共同企業体の結成方法
共同企業体を結成される場合の要件は、次の
とおりとする。
 構成員の出資比率は、全ての構成員が均等
割の10分の６以上であること。
 代表者の出資比率は、構成員中最大である
こと。
 結成方式は、甲型とする。
 同一企業が２以上の共同企業体の構成員と
なることはできない。

４ 総合評価落札方式(施工能力評価型(施工計画
評価タイプ))の方法等
評価は入札価格の他、以下の技術提案項目に
より行う。
 施工計画
 企業の能力等
 その他（不誠実な行為）

５ 入札説明書等の交付
 掲載（交付）期間 令和８年８月26日（水）
から令和８年９月25日（金）午前11時まで
 交付方法 当社ウェブサイト上
（https://www.narita-airport.jp/
ja/company/business/pinfo/）にてダウン

ロードするか、６において土曜日、日曜日
及び祝日を除く毎日、午前10時から正午まで
及び午後１時10分から午後４時まで、請求に
応じ無償で交付する。ただし、最終日は午前
11時まで。

６ 競争参加資格の確認申請書等の提出
本件への参加を希望する者は、入札説明書に
記載する申請書類を提出すること。
 提出先（担当部署）
〒2828601 千葉県成田市古込字古込１
１ＮＡＡビル 成田国際空港株式会社 財務
部門 調達部 調達管理グループ 電話：
0476345145 e‑mail：chotatsu@naa.jp
 提出期間 ５に同じ。
７ 技術提案書の提出
参加資格者は、以下のとおり技術提案書を提
出すること。
 提出先 ６に同じ。
 提出期限 令和８年11月25日（水）午前11
時

８ 入札執行の日時及び場所
 日時 令和８年12月10日（木）午前11時か
ら。ただし、入札書の提出は郵送等（送達記
録の残るものに限る。）によるものとし、受領
期限は、令和８年12月９日（水）まで。（なお、
宛先は６と同じとする。）
 場所 ＮＡＡビル内
９ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 契約金額の10分の３以上納
付。ただし、当社が確実と認める有価証券
または金融機関若しくは保証事業会社の保
証をもって契約保証金の納付に代えること
ができる。また、公共工事履行保証証券に
よる保証を付し、または履行保証保険契約
の締結を行った場合は、契約保証金を免除
する。

 契約書作成の要否 要
 詳細は入札説明書による。

10 Summary
 The Person who is Responsible for Con‑
tract : Fujii Naoki, President & CEO,
NARITA INTERNATIONAL AIRPORT
CORPORATION.
 Classification of the services to be pro‑
cured : 41
 Subject matter of the contract : Construc‑
tion Work for Taxiway Paving in the Run‑
way B Extension Section
 Qualification for participating in the ten‑
dering procedure : Tenderers eligible for
participating in the proposed tender are
those who : shall not be in any way re‑
stricted from the execution of contracts, by
national law, are registered with the
NARITA INTERNATIONAL AIRPORT
CORPORATION as a qualified competitive
tenderer for FY2026／2027／2028, classified
as Airport pavement construction. For
further details, please refer to tender docu‑
ments.

 Time‑limit for Tender : 9 December 2026
 Please note that applicable language and
currency on contract procedure are only Ja‑
panese and Yen.
 Contact Point for the Notice : Manage‑
ment, Procurement Department, Finance
Division, NARITA INTERNATIONAL
AIRPORT CORPORATION, NAA Build‑
ing, NARITA INTERNATIONAL Air‑
port, Narita‑City, Chiba, 2828601, Japan
Tel :＋81476345145

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 25 日

成田国際空港株式会社
代表取締役社長 藤井 直樹

◎調達機関番号 412 ◎所在地番号 12
〇第 2608 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｂ滑走路3500ｍ化（移設進入端）
灯火設置工事
 工事場所 成田国際空港内及び空港外（Ｂ
滑走路北側）
 工事内容 本工事は、更なる機能強化に伴
い、新設されるＢ滑走路延伸部に航空灯火及
び既設Ｂ照明変電所内に航空灯火用電源設備
等を設置するものである。
 航空灯火設置工事 １式

 航空灯火既設撤去・仮設工事 １式
 航空灯火用電源設備設置工事 １式
 工期 令和11年６月29日まで
 落札者の決定方法 本件は、価格と価格以
外の要素を含め、総合的に成田国際空港株式
会社（以下｢当社」という。）に最も有利な者
をもって契約の相手方とする総合評価落札方
式により、契約の相手方を決定する。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を全て満たすこととする。
 基本条件
 当社における2026～2028年度競争参加資
格の｢電気設備工事｣に登録されているこ
と。且つ、直近の有効な「総合評定値通知
書」の総合評定値（Ｐ）が条件に合致して
いること。なお、申請書類の提出期限の日
において、当該資格に登録済みでない者が
本件に参加を希望される場合は、本件申請
書類の提出期限の日までに、登録に必要な
書類を提出すること。
 単体企業又は２者で構成された特定建設
工事共同企業体（以下｢共同企業体｣とい
う。）であり、全ての構成員は｢電気設備工
事｣の総合評定値（Ｐ）が1250点以上であ
ること。

 施工実績 単体企業、または共同企業体の
代表者は元請として過去20年（2006年８月以
降）の間に、飛行場灯火（航空法施行規則第
４条第２号に規定）設置工事を完工した実績
を有すること。
 技術者条件 本件は競争参加資格として、
配置技術者の条件を設定せず、契約締結後に
技術者要件を確認するものである。なお、契
約締結後に確認する技術者要件は５により
交付する入札説明書に記載のとおりである。
 ６に定める競争参加資格確認申請書の提
出期限の日から開札までの間に、当社の定め
る「競争参加資格者取引停止措置要領」に基
づく取引停止の措置又は「調達事務細則」等
関連諸規程による競争参加の制限を受けてい
ないこと。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づく更生手続開始の申し立て又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づく再生手続
開始の申し立てがなされていないこと。（ただ
し、競争参加資格者として再登録済みで、入
札書の提出期限までに会社更生法に基づく更
生計画認可又は民事再生法に基づく再生計画
認可の決定を受けている者を除く。）
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３ 共同企業体の結成方法
共同企業体を結成される場合の要件は、次の
とおりとする。
 構成員の出資比率は、全ての構成員が均等
割の10分の６以上であること。
 代表者の出資比率は、構成員中最大である
こと。
 結成方式は、甲型とする。
 同一企業が２以上の共同企業体の構成員と
なることはできない。

４ 総合評価落札方式（施工能力評価型（施工計
画評価タイプ））の方法等
評価は入札価格の他、以下の技術提案項目に
より行う。
 施工計画
 企業の能力等
 その他（不誠実な行為）
５ 入札説明書等の交付
 掲載（交付）期間 令和８年８月26日（水）
から令和８年10月８日（木）午前11時まで
 交付方法 当社ウェブサイト上
（https://www.narita-airport.jp/
ja/company/business/pinfo/）にてダウン

ロードするか、６において土曜日、日曜日
及び祝日を除く毎日、午前10時から正午まで
及び午後１時10分から午後４時まで、請求に
応じ無償で交付する。ただし、最終日は午前
11時まで。

６ 競争参加資格の確認申請書等の提出
本件への参加を希望する者は、入札説明書に
記載する申請書類を提出すること。
 提出先（担当部署）
〒2828601 千葉県成田市古込字古込１
１ＮＡＡビル 成田国際空港株式会社 財務
部門 調達部 調達管理グループ 電話：
0476345484 Mail : chotatsu@naa.jp
 提出期間 ５に同じ。
７ 技術提案書の提出
参加資格者は、以下のとおり技術提案書を提
出すること。
 提出先 ６に同じ。
 提出期限 令和９年１月13日（水）午前11
時

８ 入札執行の日時及び場所
 日時 令和９年２月８日（月）午前11時か
ら。ただし、入札書の提出は郵送等（送達記
録の残るものに限る。）によるものとし、受領
期限は、令和９年２月５日（金）まで。（なお、
宛先は６と同じとする。）
 場所 ＮＡＡビル内

９ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 契約金額の10分の３以上納
付。ただし、当社が確実と認める有価証券
または金融機関若しくは保証事業会社の保
証をもって契約保証金の納付に代えること
ができる。また、公共工事履行保証証券に
よる保証を付し、または履行保証保険契約
の締結を行った場合は、契約保証金を免除
する。

 契約書作成の要否 要
 詳細は入札説明書による。
10 Summary

 The Person who is Responsible for Con‑

tract : Fujii Naoki, President＆CEO,
NARITA INTERNATIONAL AIRPORT

CORPORATION.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work for aeronautical ground lights．
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedure : Tenderers eligible for

participating in the proposed tender are

those who : shall not be in any way re‑
stricted from the execution of contracts, by

national law, are registered with the
NARITA INTERNATIONAL AIRPORT

CORPORATION as a qualified competitive

tenderer for FY2026／2027／2028, classified
as Electrical equipment. For further de‑

tails, please refer to tender documents.

 Time‑limit for Tender : 5 February 2027

 Please note that applicable language and

currency on contract procedure are only Ja‑

panese and Yen.

 Contact Point for the Notice : Manage‑

ment, Procurement Department, Finance

Division, NARITA INTERNATIONAL

AIRPORT CORPORATION, NAA Build‑

ing, Narita International Airport, Narita‑

City, Chiba, 2828601, Japan Tel : ＋81
476345484

 本業務は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象業務である。なお、電子
入札システムによりがたい場合は、九州地方
整備局電子入札運用基準の様式１を支出負担
行為担当官に提出し、その承諾を得なければ
ならない。この場合、書面を持参又は郵送等
により提出するものとし、電送（ファクシミ
リ）によるものは受け付けない。
電子入札システムによる手続に入った後

に、紙入札方式への途中変更は原則として認
めないものとするが、応札者側にやむを得な
い事情があり、全体入札手続に影響がないと
認めた場合に限り、例外的に認めるものとす
る。
九州地方整備局電子入札運用基準は、九州
地 方 整 備 局 の ホ ー ム ペ ー ジ
（http://www.qsr.mlit.go.jp）の入札・契約
情報よりダウンロードできる。なお、様式１
の提出先及び受付時間は、次のとおりである。
１）提出先：５に同じ。

２）受付時間：土曜日、日曜日及び祝日等（行
政機関の休日に関する法律（昭和63年法律
第91号）第１条に規定する行政機関の休日
（以下「休日等」という。））を除く毎日の
９時00分から17時00分まで。

 本業務は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
業務である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式と
することができるものとする。
 本業務は「低価格受注業務がある場合にお
ける配置予定管理技術者等（調査業務及び設
計業務においては「管理技術者」、測量業務
及び地質調査業務においては、「主任技術者」
をいう。以下同じ。）の手持ち業務量の制限等」
の試行業務である。
 本業務は、「国及び独立行政法人等における
温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約
の推進に関する基本方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテー
マとした技術提案を求め、技術的に最適な者
を特定する環境配慮型プロポーザル方式の適
用業務である。
 本業務は、ワーク・ライフ・バランス等を
推進する企業に対してプロポーザル方式にお
ける加点を行う業務である。
 本業務は、賃金等の変動に対処するための
「建設コンサルタント業務等における賃金等
の変動に基づく業務委託料の変更の取扱いに
ついて（試行）」（令和７年12月３日付国官技
第309号、国官総第182号、国営整第141号、
国港総第501号、国港技第78号、国空予管第
991号、国空空技第379号及び国空交企第267
号）の試行業務である。なお、詳細について
は、特記仕様書によるものとする。

２ 業務実施上の条件
 技術提案書の提出者に要求される資格 技
術提案書の提出者は、１）に掲げる資格を満
たしている単体企業又は２）に掲げる資格を
満たしている設計共同体であること。
１）単体企業
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号。以下「予決令」という。）第98条
において準用する第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 九州地方整備局（港湾空港関係を除く）
における令和７・８年度建築関係建設コ
ンサルタント業務に係る一般競争（指名
競争）参加資格の認定を受けていること。

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
令和８年８月 25 日

支出負担行為担当官
九州地方整備局長 森下 博之

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名：長崎法務総合庁舎（Ｒ８）外設計
業務（電子入札及び電子契約対象案件）
 業務の目的：
【Ａ業務】長崎県長崎市に計画されている、
長崎法務総合庁舎の新築のための基本設
計、実施設計及び長崎法務合同庁舎のとり
こわし設計を行う業務である。
【Ｂ業務】福岡県直方市に計画されている、
福岡法務局直方支局の増築のための基本設
計、実施設計を行う業務である。

 履行期間：契約締結日の翌日～令和10年６
月30日
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 参加表明書の提出期限の日から見積書
開封の日までの期間に、九州地方整備局
長から建設コンサルタント業務等に関し
指名停止を受けている期間中でないこ
と。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経
営を支配する業者又はこれに準ずるもの
として、国土交通省発注の建設コンサル
タント業務等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 建築士法（昭和25年５月24日法律第
202号）第23条の規定に基づく一級建築
士事務所の登録を行っていること。

２）設計共同体 ２１）に掲げる条件を満
たしている者により構成される設計共同体
であって、「競争参加者の資格に関する公
示」（令和８年８月25日付け九州地方整備局
長）に示すところにより九州地方整備局長
から本業務に係る設計共同体としての競争
参加者の資格（以下「設計共同体としての
資格」という。）の認定を受けているもので
あること。
なお、構成員の一部が指名停止措置を受
けたことにより、残余の構成員が新たな設
計共同体の結成を行う場合及び残余の構成
員が単独により参加表明書を提出する場合
は、参加表明書の提出期限（別表１に示
す日時）までは参加表明書の再提出は認め
るものとするが、提出期限以降の参加表明
書の再提出は認めない。
３）技術提案書を提出しようとする者の間に
以下の基準のいずれかに該当する関係がな
いこと。
 資本関係 以下のいずれかに該当する
二者の場合。
ａ）子会社等（会社法（平成17年法律第
86号）第２条第３号の２に規定する子
会社等をいう。ｂ）において同じ。）と
親会社等（同条第４号の２に規定する
親会社等をいう。ｂ）において同じ。）
の関係にある場合
ｂ）親会社等を同じくする子会社等同士
の関係にある場合

 人的関係 以下のいずれかに該当する
二者の場合。ただし、ａ）については、
会社等（会社法施行規則（平成18年法務
省令第12号）第２条第３項第２号に規定
する会社等をいう。以下同じ。）の一方が
民事再生法（平成11年法律第225号）第
２条第４号に規定する再生手続が存続中
の会社等又は更生会社（会社更生法（平
成14年法律第154号）第２条第７項に規
定する更生会社をいう。）である場合を除
く。
ａ）一方の会社等の役員（会社法施行規
則第２条第３項第３号に規定する役員
のうち、次に掲げる者をいう。以下同
じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼
ねている場合
 株式会社の取締役。ただし、次に
掲げる者を除く。
イ）会社法第２条第11号の２に規定
する監査等委員会設置会社におけ
る監査等委員である取締役
ロ）会社法第２条12号に規定する指
名委員会等設置会社における取締
役
ハ）会社法第２条15条に規定する社
外取締役
ニ）会社法第348条第１項に規定す
る定款に別段の定めがある場合に
より業務を執行しないこととされ
ている取締役

 会社法第402条に規定する指名委
員会等設置会社の執行役
 会社法第575条第１項に規定する
持分会社（合名会社、合資会社又は
合同会社をいう。）の社員（同法第
590条第１項に規定する定款に別段
の定めがある場合により業務を執行
しないこととされている社員を除
く。）
 組合の理事
 その他業務を執行する者であっ
て、からまでに掲げる者に準ず
る者

ｂ）一方の会社等の役員が、他方の会社
等の民事再生法第64条第２項又は会社
更生法第67条第１項の規定により選任
された管財人（以下単に「管財人」と
いう。）を現に兼ねている場合
ｃ）一方の会社等の管財人が、他方の会
社等の管財人を現に兼ねている場合

 その他の選定・特定手続の適正さが阻
害されると認められる場合 組合とその
構成員が同一の入札に参加している場合
その他上記又はと同視しうる資本関
係又は人的関係があると認められる場
合。

 参加表明書の提出者及び配置予定技術者に
対する要件
１）管理技術者（※１）は一級建築士であり、
参加表明書提出時点において建築士法第22
条の２に定める期間内に同条に定める定期
講習を受講していること（ただし、建築士
法施行規則第17条の37第１項１ 一級建築
士定期講習の項イに該当する場合を除
く。）。
２）管理技術者及び主たる分担業務分野（※
３）（総合分野）の主任担当技術者（※２）
は、参加表明書及び技術提案書の提出者の
組織に所属していること。
３）管理技術者及び記載を求める各主任担当
技術者は、それぞれ１名であること。
４）管理技術者は、記載を求める各主任担当
技術者を兼任していないこと。また、記載
を求める主任担当技術者についても、記載
を求める他の分担業務分野の主任担当技術
者を兼任していないこと。
５）管理技術者及び記載を求める各主任担当
技術者の手持ち業務について、携わってい
る業務（本業務を含まず特定後、未契約の
業務を含む。が、原則として５件以下であ
ること。
６）管理技術者及び記載を求める各主任担当
技術者は、平成23年４月１日以降に契約履
行が完了した同種又は類似業務に携わった
実績があること。
７）主たる分担業務分野（総合分野のうち、
積算に関する業務を除く業務。）を再委託し
ないこと。
８）構造分野、電気分野、機械分野において、
参加表明書及び技術提案書の提出者又は協
力事務所（再委託先のうち、分担業務分野
の主任担当技術者が所属する事務所をい

う。以下同じ。）が、他の参加表明書及び技
術提案書の提出者の協力事務所となってい
ないこと。ただし、建築士法第20条の２第
２項に示す構造関係規定及び建築士法第20
条の３第２項に示す設備関係規定に適合す
るかどうかの確認のみを求める場合はこの
限りではない。
９）業務の一部を再委託する場合であって、
再委託先である協力事務所が国土交通省九
州地方整備局の建築関係建設コンサルタン
ト業務に係る一般競争（指名競争）参加資
格者である場合には、当該協力事務所が指
名停止を受けている期間中でないこと。
10）設計共同体の場合は、以下の要件を満た
していること。
 設計共同体は、各構成員が優れた技術
を有する分野を分担するものとし、必要
以上に細分化しないこと。
 管理技術者は設計共同体の代表者に所
属していること。
 一の分担業務分野を複数の構成員が共
同して実施しないこと。
 一の構成員が新たに設定した分担業務
分野のみを担当する場合は、当該分野の
主任担当技術者が当該分野における業務
実績を有していること。
注：※１ 「管理技術者」とは、「建築設
計業務委託契約書」（平成10年10月１日
建設省厚契発第37号）第15条の定義に
よる。
※２ 「主任担当技術者」とは、管理技
術者の下で各分担業務分野における担
当技術者を総括する役割を担う者をい
う。
※３ 分担業務分野の分類は下記によ
る。なお、参加表明書及び技術提案書
の提出者においてこれ以外の分野を追
加することは差し支えないが、その場
合、別添２（様式５）に従い当該
分野の業務内容及び分野を追加する理
由等を明確にしておくこと。
ただし、この場合において当該分野
の技術者の評価は行わないが、当該分
野の主任担当技術者は「記載を求める
主任担当技術者」の要件を満たしてな
ければならない。（ただし、５）に示す
手持ち業務は除く）


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なお、下記の分担業務分野を分割し
て新たな分野として設定してはならな
い。
また、積算に関する分野も新たな分
野として設定してはならない。
分担業務分野
業務内容
総合 令和６年国土交通省告示第８号
別添一第１項第一号及び第二号にお
いて示される「設計の種類」におけ
る「総合」
構造 同上「構造」
電気 同上「設備」のうち、「電気設備」
に係るもの
機械 同上「設備」のうち、「給排水衛
生設備」、「空調換気設備」及び「昇
降機等」に係るもの

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準
（詳細は業務説明書による）
 配置予定の技術者の資格
 配置予定の技術者の経験及び能力 同種又
は類似業務の実績の内容、担当した業務の業
務成績、表彰、手持ち業務の状況

４ 技術提案書を特定するための評価基準（詳細
は業務説明書による）
 配置予定の技術者の経験及び能力 配置予
定の技術者の資格、同種又は類似業務の実績
の内容、担当した業務の業務成績、表彰、手
持ち業務の状況、ＣＰＤ
 業務の実施方針及び手法 業務の理解度及
び取組意欲、業務の実施方針
 評価テーマに関する技術提案
 ＷＬＢ（ワーク・ライフ・バランス）等の
推進に関する評価

５ 手続等
 担当部局 〒8120013 福岡市博多区博多
駅東２10７（福岡第２合同庁舎） 国土
交通省九州地方整備局総務部契約課契約第二
係 電話0924763509（内線：2532） Ｆ
ＡＸ0924763459
 説明書の交付期間、場所及び方法 電子入
札システムにより交付する。交付期間は、別
表１に示す日時。
ただし、電子入札に対応していない等の理
由でダウンロードによる入手ができない場合
は、交付終了日の２日前までに５の担当部
局に連絡すること。

 参加表明書の提出期限並びに提出場所及び
方法
１）提出期限：別表１に示す日時
２）提出場所：５に同じ
３）提出方法
 電子入札対応の場合 電子入札システ
ムにより提出。ただし、容量が10ＭＢを
超える場合は、持参又は郵送（書留郵便
に限る。提出期限までに必着。）すること。
 発注者の承諾を得て紙入札方式による
場合 持参又は郵送（書留郵便に限る。
提出期限までに必着。）すること。

 選定通知の期日 選定通知の日は、別表１
に示す日。
 技術提案書の提出期限並びに提出場所及び
方法
１）提出期限：別表１に示す日時
２）提出場所：５に同じ。
３）提出方法
 電子入札対応の場合 電子入札システ
ムにより提出。ただし、容量が10ＭＢを
超える場合は、持参又は郵送（書留郵便
に限る。提出期限までに必着。）すること。
 発注者の承諾を得て紙入札方式による
場合 持参又は郵送（書留郵便に限る。
提出期限までに必着。）すること。

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 契約保証金 納付（保管金の取扱店：日本
銀行福岡支店）。ただし、利付き国債の提供
（保管有価証券の取扱店）又は金融機関若し
くは保証事業会社の保証（取扱官庁 九州地
方整備局）をもって契約保証金の納付に代え
ることができる。また、公共工事履行保証証
券による保証を付し、又は履行保証保険契約
の締結を行った場合は、契約保証金を免除す
る。
 契約書作成の要否 要。
 当該業務に直接関連する他の設計業務の委
託契約を当該業務の委託契約の相手方との随
意契約により締結する予定の有無 有。（本業
務に関わる「その２業務」（設計意図伝達業
務））
 関連情報を入手するための照会窓口 ５
に同じ。
 ２１）に掲げる一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けていない者又は２
２）に掲げる設計共同体としての資格の認定
を受けていない者も５により参加表明書を

提出することができるが、その者が技術提案
書の提出者として選定された場合であって
も、技術提案書を提出するためには、技術提
案書の提出の時において、当該資格の認定を
受けていなければならない。
ただし、「建設コンサルタント業務等におけ
る共同設計方式の取扱いについて」（平成10年
12月10日付け建設省厚契発第54号、建設省技
調発第236号、建設省営建発第65号）の７の
設計共同体の構成員の一部が指名停止措置を
受けた場合の取扱いにおける申請期限の特例
については、「特定建設工事共同企業体の構成
員の一部が指名停止措置を受けた場合の取扱
いについて」（平成10年３月９日付け建設省厚
契発第18号、建設省技調発第63号、建設省営
建発第22号）を準用し、別表１に示す日と
する。
 詳細は業務説明書による。
７ Summary
 Classification of the services to be pro‑

cured : 42
 Subject matter of the contract : Design

duties of Nagasaki National Government

Building For Ministry of Justice
 Time‑limit to express interests by elec‑

tronic bidding system : 5 : 00 P.M. 8 Septem‑

ber 2026 (by bringing, mail : 5 : 00 P.M. 8

September 2026)
 Time‑limit for the submission of propos‑

als by electronic bidding system : 5 : 00 P.M.

28 October 2026 (by bringing, mail : 5 : 00

P.M. 28 October 2026)
 Contact point for documentation relating

the proposal : Construction Contract Team,

Contract Division, Kyushu Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism,

2107 Hakata‑ekihigashi Hakata‑ku

Fukuoka‑shi, Fukuoka 8120013 TEL :
0924763509 (Ex. 2531, 2532) FAX : 092
4763459

別表１
 説明書の交付期間 公示日から令和８年10
月27日までの休日等を除く毎日、８時30分か
ら18時00分まで。
 参加表明書の提出期限 令和８年９月８日
17時00分まで
 選定通知の日 令和８年９月18日を予定す
る。

 技術提案書の提出期限 令和８年10月28日
17時00分まで
 「建設コンサルタント業務等における共同
設計方式の取扱いについて」の７における申
請期限 令和８年11月12日

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
令和８年８月 25 日

東日本高速道路株式会社 関東支社
支社長 金田 泰明

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 11
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 首都圏中央連絡自動車道 酒蔵高
架橋橋梁基本詳細設計
 業務箇所 契約図書に記載のとおり
 業務内容 契約図書に記載のとおり
 概算数量 契約図書に記載のとおり
 履行期間 契約図書に記載のとおり
 調達方式に係る付記 入札公告（説明書）
または特記仕様書（案）に記載のとおり

２ 競争参加資格
 審査基準日（下記５.に示す「参加表明
書」の提出期間の最終日をいう。以下同じ。）
において、東日本高速道路株式会社の契約規
程実施細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 参加者募集の事項は、入札公告（説明書）
の「競争参加資格要件等一覧表」及び共通入
札公告に記載のとおり。
 審査基準日において、会社更生法に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者、又
は民事再生法に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者でないこと。（ただし、当該
申立てに係る手続開始の決定後、あらためて
競争参加資格の再認定を受け、上記に示す
条件を満たす場合を除く。）
 審査基準日から契約の相手方と決定する日
までの期間（期首及び期末の日を含む）にお
いて、東日本高速道路株式会社から「地域３
（関東支社が所掌する区域）」において、競争
参加資格停止を受けていないこと。

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準
入札公告（説明書）の「技術評価項目及び評
価基準」に記載のとおり
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４ 技術提案書を特定するための評価基準
入札公告（説明書）の「技術評価項目及び評
価基準」に記載のとおり
５ 手続等
 担当部署 〒3300854 埼玉県さいたま市
大宮区桜木町１1120 東日本高速道路株
式会社 関東支社 技術部 調達契約課 三
木千絵子 電話0486310020
 契約図書の交付期間及び方法
 交付期間 入札公告の日から令和８年10
月９日まで
 交付方法 東日本高速道路株式会社の
ホームページに掲載

 参加表明書の提出期限、場所及び方法
 提出期限 令和８年10月９日16時まで
 提出場所 上記に同じ
 提出方法 電子入札システム
 技術提案書の提出期限、場所及び方法
 提出期限 令和９年１月６日16時まで
 提出場所 上記に同じ
 提出方法 上記に同じ

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨は、日
本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証及び契約保証
 入札保証 不要
 契約保証 必要
 見積活用方式の有無 有
 契約書作成の要否 要
 前金払の有無 有
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記５に同じ。
 技術提案書のヒアリングを行う。
 詳細は東日本高速道路株式会社のホーム
ページに掲載する入札公告（説明書）による。

７ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Yasuaki Kaneda, Direc‑

tor General of Kanto Regional Head Office,

East Nippon Expressway Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Shuzo

Viaduct Basic and Detailed Design of the

KEN‑O Expressway

 Time limit to express interests : 4 : 00

P.M. 9 October 2026

 Time limit for the submission of propos‑

als : 4 : 00 P.M. 6 January 2027

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

 The contact point for documentation re‑

lating to the proposal : Chieko Miki, Deputy

Manager of Procurement & Contract Sec‑

tion, Technology & Procurement Departm‑

ent, Kanto Regional Head Office, East Nip‑

pon Expressway Co., Ltd. 11120 Sa‑
kuragi‑cho, Omiya‑ku, Saitama city, Sai‑

tama, 3300854, Japan TEL : 048631
0020

競争参加者の資格に関する公示
Ｒ８長殿道路１号橋上部工事に係る特定建設工
事共同企業体（以下「特定ＪＶ」という。）として
の競争参加者の資格（以下「特定ＪＶとしての資
格」という。）を得ようとする者の申請方法等につ
いて、次のとおり公示します。
令和８年８月 25 日

近畿地方整備局長 小林賢太郎
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 工事名 Ｒ８長殿道路１号橋上部工事（電子
入札対象案件）（電子契約対象案件）
２ 工事場所 奈良県吉野郡十津川村長殿地先
３ 工事内容 工事延長 Ｌ＝178ｍ ＰＣ２径
間連続箱桁橋（最大支間長 873ｍ）コンクリー
ト橋上部工 ＰＣ片持箱桁橋工（片持張出架設）
１式、鋼製桟道橋工 １式、橋梁下部 橋台工
（胸壁）１式、ＲＣ橋脚工（胸壁）１式、仮設
工１式
４ 工期 令和９年２月１日から令和11年３月30
日まで。（余裕期間：契約締結日の翌日から令和
９年１月31日まで）
５ 申請の時期
令和８年８月25日から令和８年９月29日まで
（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律
第91号）第１条第１項に規定する行政機関の休
日（以下「休日」という。）を除く。）。

なお、令和８年９月30日以降当該工事に係る
開札の時まで（休日を除く。）においても、随時
申請を受け付けるが、当該開札の時までに審査
が終了せず、競争に参加できないことがある。
受付時間は（受付期間中の各日とも）午前９
時15分から午後４時30分までとする。ただし、
提出締切最終日は正午までとする。
６ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（特定建設工事共同企業体）」（以下「申
請書」という。）は、電子入札システムにより
交付する（電子入札システムの調達案件一覧
中、本案件の「掲載文書一覧」欄から、ダウ
ンロードすること。）。交付期間は、令和８年
８月25日から令和８年12月24日までの休日を
除く毎日午前９時00分から午後６時00分ま
で。
ただし、上記交付方法による入手ができな
い特定ＪＶとしての資格を得ようとする者に
対しては、〒5408586 大阪府大阪市中央区
大手前３１41大手前合同庁舎８階 近畿
地方整備局総務部契約課調査係（電話06
69421141㈹）において交付する。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる⒜及び⒝を添付して、原則として電
子メールにより提出すること。なお、電子入
札システムによる申請は認めない。
⒜ 特定建設工事共同企業体協定書（甲）（下
記７の条件を満たすものに限る。）の写
し。
⒝ 下記７の要件を満たすことを判断でき
る工事の施工実績を記載した書類及び監理
技術者又は主任技術者（以下、「配置予定技
術者」という。）の資格等を記載した書類等。
（申請書とともに交付する様式により作成
したものに限る。ただし、当該様式は、当
該工事の「入札公告（建設工事）」（令和８
年８月25日付け支出負担行為担当官近畿地
方整備局長）に示すところにより交付する
入札説明書の様式２及び３と同一であるの
で、それらを使用して作成しても差し支え
ない。）等。
提出先は次のとおりとする。
電子メールアドレス
kkr-kinki86shikaku@mlit.go.jp
なお、電子メールの件名は「特定ＪＶ申
請書」とし、電子メール送信後、必ず送信
した旨を電話にて近畿地方整備局総務部契

約課調査係（電話0669421141㈹）に連
絡すること。電話連絡がない場合は申請を
受理しない。

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

７ 特定ＪＶとしての資格及びその審査
「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
３月31日付け国土交通省大臣官房会計課長、国
土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令
和８年３月31日付け公示」という。）５（建設工
事）のからまでに該当する者を構成員に含
む特定ＪＶ及び次に掲げる条件を満たさない特
定ＪＶについては、特定ＪＶとしての資格がな
いと認定する。それ以外の特定ＪＶについては、
令和８年３月31日付け公示６（建設工事）の
に掲げる客観的事項（共通事項）の項目及び
に掲げる主観的事項（特別事項）の項目を確認
した上で特定ＪＶとしての資格があると認定す
る。
 特定ＪＶの構成 特定ＪＶの構成は、次の
条件を満たす２社又は３社の組合せとする。
⒜ 近畿地方整備局における令和７・８年度
一般競争（指名競争）参加資格「プレスト
レスト・コンクリート工事」の認定を受け
ていること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続開
始の決定後、近畿地方整備局長が別に定め
る手続に基づく一般競争（指名競争）参加
資格の再認定を受けていること。）。
⒝ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記⒜の再認定を受けた者を除く。）でな
いこと。
⒞ 当該競争参加資格に係る申請の期限の日
から認定を行う日までの期間に、近畿地方
整備局長から工事請負契約に係る指名停止
等の措置要領（昭和59年３月29日付け建設
省厚第91号）に基づく指名停止を受けてい
ないこと。
⒟ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずる者として、
国土交通省発注工事等からの排除要請があ
り、当該状態が継続しているものでないこ
と。
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 構成員の技術的要件等 特定ＪＶの構成員
は、次の要件を満たすものとする。
⒜ 特定ＪＶの構成員のうちの１社は、平成
23年度以降に元請として完成し、引渡しが
完了した下記１）から５）までの要件を満
たす工事（発注機関は問わない。）の施工実
績（以下「同種工事の実績」という。）を有
すること（甲型共同企業体構成員としての
実績は、出資比率が20％以上の場合のもの、
乙型共同企業体構成員としての実績は、出
資比率にかかわらず各構成員が施工を行っ
た分担工事のものに限る。また、事業協同
組合構成員の実績は認められない。）。
１）道路橋（Ａ活荷重以上）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通は除く）の工事。
２）橋梁形式がＰＣ連続橋の工事。
３）最大支間長が65ｍ以上の工事。
４）架設工法が、張出し架設であること。
５）河川を横断する橋梁であること。
ただし、上記１）から５）までは同一工
事の実績であること。
なお、特定ＪＶにあっては、構成員のう
ちの１社が同種工事の実績を有するととも
に、その他の構成員はそれぞれ平成23年度
以降に元請として完成し、引渡しが完了し
た下記６）及び７）の要件を満たす工事（発
注機関は問わない。）の施工実績（以下「そ
の他構成員の実績」という。）を有すること
（甲型共同企業体構成員としての実績は、
出資比率が20％以上の場合のもの、乙型共
同企業体構成員としての実績は、出資比率
にかかわらず各構成員が施工を行った分担
工事のものに限る。また、事業協同組合構
成員の実績は認められない。）。
６）道路橋（Ａ活荷重以上）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通は除く）の工事。
７）橋梁形式がＰＣ連続橋の工事。
ただし、上記６）及び７）は同一工事の
実績であること。
同種工事の実績及びその他構成員の実績
が、国土交通省大臣官房官庁営繕部、各地
方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総
合事務局開発建設部発注の工事（港湾空港
関係を除く。）のうち入札説明書に示すもの
に係る実績である場合にあっては、工事成
績評定点合計が入札説明書に示す点数未満
であるものを除く。

また、申請書及び資料の提出期限までに
完成し、引渡しが完了する予定であった工
事が「新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止に向けた工事及び業務の一時中止措
置等について」（以下「コロナ通知」という。）
に基づく一時中止等を行ったことにより、
申請書及び資料の提出期限までに完成し、
引渡しが完了していない場合においても実
績として認める。ただし、コロナ通知に基
づく一時中止等以降、新たな理由により工
期を延期した場合、工事の完成、引渡しの
完了まで実績として認めない。
⒝ 特定ＪＶの構成員は、それぞれ建設業法
（昭和24年法律第100号）の土木工事業に
つき、許可を有しての営業年数が５年以上
あること。ただし、相当の施工実績を有し、
確実かつ円滑な共同施工が確保できると認
められる場合においては、許可を有しての
営業年数が５年未満であってもこれを同等
として取扱うことができるものとする。
⒞ 特定ＪＶの構成員は、それぞれ建設業法
の土木工事業に係る配置予定技術者を当該
工事の現地に専任で配置できること。

 出資比率要件 特定ＪＶの構成員は、２社
の場合は30％以上、３社の場合は20％以上の
出資比率であるものとする。
 代表者要件 特定ＪＶの代表者は、構成員
の中で最大の施工能力を有する者であって、
その出資比率が構成員中最大であるものとす
る。
 特定ＪＶの協定 特定ＪＶの協定書は、「建
設工事共同企業体の事務取扱いについて」（昭
和53年11月１日付け建設省計振発第69号）の
別添「建設工事共同企業体の事務取扱いにつ
いて（回答）」（昭和53年11月１日付け建設省
茨計振第771号）の別紙に示された「特定建
設工事共同企業体協定書（甲）」によるものと
する。

８ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む特定ＪＶの取扱い
上記７⒜の認定（上記７⒜の再認定を含
む。以下同じ。）を受けていない者を構成員に含
む特定ＪＶも上記５及び６により申請をするこ
とができる。この場合において、特定ＪＶとし
ての資格が認定されるためには、上記７⒜の
認定を受けていない構成員は、上記７⒜の認
定を受けることが必要である。また、当該工事

に係る開札の時までに特定ＪＶとしての資格の
審査が終了せず、競争に参加できないことがあ
る。
なお、上記７⒜の認定を受けていない構成

員が当該工事に係る開札の時までに上記７⒜
の認定を受けていないとき又は上記７⒜の一
般競争（指名競争）参加資格がないとの認定（上
記７⒜の近畿地方整備局長が別に定める手続
きにおける一般競争（指名競争）参加資格がな
いとの認定を含む。）を受けているときは、特定
ＪＶとしての資格がないと認定する。
９ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
10 資格の有効期間
特定ＪＶとしての資格の認定の日から当該工
事の完成する日までとする。ただし、当該工事
に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該
工事に係る契約が締結される日までとする。
11 その他
 特定ＪＶの名称は、「Ｒ８長殿道路１号橋上
部工事〇〇・〇〇（・〇〇）特定建設工事共
同企業体」とする。
 当該工事に係る競争に特定ＪＶとして参加
するためには、開札の時において、特定ＪＶ
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示すところによ
り競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。

競争参加者の資格に関する公示
長崎法務総合庁舎（Ｒ８）外設計業務に係る設
計共同体としての競争参加者の資格（以下「設計
共同体としての資格」という。）を得ようとする者
の申請方法等について、次のとおり公示します。
令和８年８月 25 日

九州地方整備局長 森下 博之
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
１ 業務概要
 業務名 長崎法務総合庁舎（Ｒ８）外設計
業務
 業務内容
【Ａ業務】長崎県長崎市に計画されている、
長崎法務総合庁舎の新築のための基本設
計、実施設計及び長崎法務合同庁舎のとり
こわし設計を行う業務である。

２ 申請の時期
 令和８年８月25日から令和８年９月８日ま
で（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）なお、
令和８年９月９日以降当該業務に係る技術提
案書の提出期限まで（土曜日、日曜日及び祝
日を除く。）においても、随時、申請を受け付
けるが、当該提出期限までに審査が終了せず、
技術提案書を提出できないことがある。
 構成員の一部が指名停止措置を受けた場合
で残余の構成員が新たに設計共同体を結成す
る場合は、令和８年11月12日まで申請の提出
を受け付ける。また、令和８年９月８日まで
に参加表明書の提出を行うこと。

３ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（建設コンサルタント業務）」（以下「申
請書」という。）は、当該業務の業務説明書と
併せて交付する。
入手方法については、当該業務の「公募型
プロポーザル方式に係る手続開始の公示（建
築のためのサービスその他の技術的サービス
（建設工事を除く））」（令和８年８月25日付け
支出負担行為担当官九州地方整備局長）５
を参照すること。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に〇
〇・〇〇設計共同体協定書（４の条件を満
たすものに限る。）の写しを添付し、原則とし
て電子メールにより提出すること（電子メー
ルにて提出できない場合等は、持参又は郵送
（書留郵便に限る。受領期限までに必着。）に
より提出すること）。なお、申請書の押印は
不要とする。また、電子入札システムによる
申請は認めない。
（電子メール送付先）：
qsr-shikakushinsa89@mlit.go.jp
メール送付後、必ず（郵送送付先）記載の
電話へメールを送付した旨の連絡をするこ
と。電子メール送付時の件名は、「設計ＪＶ申
請書（代表者企業名）」とすること。
（郵送送付先）：〒8120013 福岡市博多区
博多駅東２10７ 九州地方整備局総務部
契約課調査係 電話0924763509（直）
 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

【Ｂ業務】福岡県直方市に計画されている、
福岡法務局直方支局の増築のための基本設
計、実施設計を行う業務である。

 履行期限 令和10年６月30日
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４ 設計共同体としての資格及びその審査
次に掲げる条件を満たさない設計共同体につ
いては、設計共同体としての資格がないと認定
する。それ以外の設計共同体については、「競争
参加者の資格に関する公示」（令和８年３月31日
付け国土交通省大臣官房会計課長、国土交通省
大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令和８年
３月31日付け公示」という。）６（測量・建設コ
ンサルタント等業務）のからまでに掲げる
項目について総合点数を付与して設計共同体と
しての資格があると認定する。
 組合せ 構成員の組合せは、次の条件に該
当する者の組合せとするものとする。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第98条において準用する第70条及
び第71条の規定に該当しない者であるこ
と。
 九州地方整備局（港湾空港関係を除く）
における令和７・８年度建築関係建設コン
サルタント業務に係る一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けていること。
 参加表明書の提出期限の日から見積書開
封の日までの期間に、九州地方整備局長か
ら地方支分部局所掌の建設コンサルタント
業務等に関し指名停止等を受けていないこ
と。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注の建設コンサルタント
業務等からの排除要請があり、当該状態が
継続している者でないこと。
 令和８年３月31日付け公示５（測量・建
設コンサルタント等業務）のからまで
に該当しない者であること。
 建築士法（昭和25年５月24日法律第202
号）第23条の規定に基づく一級建築士事務
所の登録を行っていること。

 業務形態
 構成員の分担業務が、業務の内容により、
〇〇・〇〇設計共同体協定書において明ら
かであること。
 一の分担業務を複数の企業が共同して実
施することがないことが、〇〇・〇〇設計
共同体協定書において明らかであること。

 代表者要件 構成員において決定された代
表者が、〇〇・〇〇設計共同体協定書におい
て明らかであること。

 設計共同体の協定書 設計共同体の協定書
が、「建設コンサルタント業務等における共同
設計方式の取扱いについて」（平成10年12月10
日付け建設省厚契発第54号、建設省技調発第
236号、建設省営建発第65号）の別紙１に示
された「〇〇・〇〇設計共同体協定書」によ
るものであること。

５ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む設計共同体の取扱い
４の認定を受けていない者を構成員に含
む設計共同体も２及び３により申請をすること
ができる。この場合において、設計共同体とし
ての資格が認定されるためには４の認定を
受けていない構成員が４の認定を受けるこ
とが必要である。
また、この場合において、４の認定を受
けていない構成員が、当該業務に係る技術提案
書の提出期限までに４の認定を受けていな
いときは、設計共同体としての資格がないと認
定する。
ただし、２による場合は、特定通知を受け
るまでには設計共同体としての資格の認定を受
ける必要がある。
６ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書」により通知する。

７ 資格の有効期間
６の設計共同体としての資格の有効期間は、
設計共同体としての資格の認定の日から当該業
務が完了する日までとする。ただし、当該業務
に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該
業務に係る契約が締結される日までとする。
８ その他
 設計共同体の名称は、「長崎法務総合庁舎
（Ｒ８）外設計業務〇〇・〇〇設計共同体」
とする。
 当該業務に係る特定手続に参加するために
は、技術提案書の提出の時において、設計共
同体としての資格の認定を受け、かつ、当該
業務の「公募型プロポーザル方式に係る手続
の開始の公示（建築のためのサービスその他
の技術的サービス（建設工事を除く））」（令和
８年８月25日付け支出負担行為担当官九州地
方整備局長）に示すところにより技術提案書
の提出者として選定されていなければならな
い。
ただし、２による場合は、特定通知を受
けるまでには設計共同体としての資格の認定
を受ける必要がある。

意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 25 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 件名及び数量
令和９年度「出産なび」改修業務一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月14日17時00
分（郵送による場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008916 東京都千代田区霞が
関１２２ 厚生労働省大臣官房会計課経
理室契約班契約第一係 吉井 電話03
52531111（内線5292）
メール keiyaku1@mhlw.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月25日から令和８年
９月14日まで。
 交付場所 調達ポータルサイト（https://
www.p-portal.go.jp）の「調達情報検索」か
ら該当案件にアクセスし入手すること

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Modification Operations for the

Shussan Navi Childbirth Facility Informa‑

tion Website for Fiscal Year 2027

 Time‑limit for the submission of com‑

ments ; 17 : 00 September 14, 2026

 Contact point for the notice : YOSHII

Procurement Section, Accounts Division,

Minister's Secretariat, Ministry of Health,

Labour and Welfare, 1 2 2 Kasumi‑
gaseki Chiyoda‑ku Tokyo 1008916 Japan
TEL 0352531111(ext. 5292)

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 25 日

独立行政法人日本学生支援機構
理事長 吉岡 知哉

◎調達機関番号 591 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 独立行政法人日本学
生支援機構人事給与統合システムの導入及び
運用保守業務 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月15日17時00
分（郵送の場合は必着のこと）
 提出先 〒1628412 東京都新宿区市谷本
村町10７ 独立行政法人日本学生支援機構
市谷事務所 財務部経理課契約係 電話

0367436022
３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月25日から令和８年
９月15日まで。
 仕様書案の交付方法 本機構ＨＰからのダ
ウンロードで交付。本公告の日から交付する。
なお、ダウンロードにはパスワードが必要と
なるので、電子メール(keiri-k@jasso.go.jp)
まで、以下の要領でパスワードの送付を依頼
すること。電子メールの件名を「パスワード
交付依頼(人事システムの導入・運用保守)」
とし、電子メールの本文に、会社名、全省庁
統一資格の業者コード、担当部署、担当者氏
名、電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレス
を記載すること。

４ Summary
 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27
 Nature and quantity of the products to be

required : Introduction and Operational

Maintenance Services for the Integrated

Human Resources and Payroll System of

Japan Student Services Organization

(JASSO), 1 Set.
 Time limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 15 September 2026
 Contact point for the notice : Accounting

Division, Japan Student Services Organiza‑

tion, 107 Ichigayahonmura‑cho, Shinjuku‑
ku, Tokyo 1628412 TEL 0367436022
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意見招請に関する公示
次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 25 日
国立研究開発法人水産研究・教育機構

水産資源研究所長 南 浩史
◎調達機関番号 807 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 75、78
 購入等特定役務及び数量 国立研究開発法
人水産研究・教育機構横浜庁舎等の施設管
理・運営業務 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月14日17時
（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒2368648 神奈川県横浜市金沢
区福浦２12４ 国立研究開発法人水産研
究・教育機構水産資源研究所管理部門管理課
中辻 桂一 電話0457887693

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月25日から令和８年
９月14日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary
 Classification of the products to be pro‑
cured : 75, 78
 Facilities management operations at Yo‑
kohama Field Station, National Research
and Development Agency, Japan Fisheries
Research and Education Agency, 1 set
 Time limit for the submission of com‑
ments : 17 : 00 14 September 2026
 Contact point for the notice : Keiichi Na‑
katsuji, Administration Section, Manage‑
ment Department, Fisheries Resources Ins‑
titure, Japan Fisheries Research and Educa‑
tion Agency, 2124, Fukuura, Kana‑
zawa‑ku, Yokohama city, Kanagawa, 236
8648, Japan. TEL 0457887693

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 25 日

契約責任者
独立行政法人国立印刷局
財務担当理事 鈴木 康晴

◎調達機関番号 562 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 72
 購入等件名及び数量
検査アルゴリズムに関する技術調査 一
式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月15日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
日本電気株式会社

５ 担当部局 〒1058445 東京都港区虎ノ門二
丁目２番３号 独立行政法人国立印刷局財務部
契約担当 澤田 恵子 電話0335874312
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 72

 Nature and quantity of the services to be

required : Technical research on an Inspec‑

tion Algorithm : 1 set
 Expected date of the contract award : 15

September 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : Keiko

Sawada, Procurement Contract Division,

Financial Affairs Department, National

Printing Bureau, Incorporated Administra‑

tive Agency, 223 Toranomon Minato‑
ku, Tokyo 1058445 Japan TEL

0335874312

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 25 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構
広島西医療センター院長 鳥居 剛

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 34
〇第 11005 号（№11005）
１ 調達内容
 品目分類番号 ４
 購入等物品及び数量 アイマービー点滴静
注300㎎ 単価契約

２ 随意契約の予定日 令和８年９月15日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「技術的理由によ
る競争の不存在」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
㈱エバルス

５ 担当部局 〒7390696 広島県大竹市玖波４
丁目１番１号 独立行政法人国立病院機構広島
西医療センター 企画課 契約係 市原 紗希
電話0827577183 内線2738

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 4

 Nature and quantity of the services to be

required : IMAAVY Intravenous Infusion

300mg

 Expected data of the contract award :

September 15, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Absence

of Competition for Technical Reasons

 Contact point for the notice : Ichihara

Saki, Officer, Accounting Division, Nation‑

al Hospital Organization Hiroshimanishi

Medical Center, 411 Kuba, Ootake‑shi,
Hiroshima‑ken, 7390696, Japan. TEL
0827577183 ext. 2738

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 25 日
独立行政法人国立病院機構
嬉野医療センター院長 力武 一久

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 41
〇第 13605 号（№13605）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入物品及び数量 動画像ネットワークシ
ステム 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月10日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「技術的理由によ
る競争の不存在」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
㈱フィデスワン

５ 担当部局 〒8430393 佐賀県嬉野市嬉野町
大字下宿甲4760１ 独立行政法人国立病院機
構嬉野医療センター 企画課長 佐野 浩史
電話0954431120 内線3200
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Moving image network system, 1

set

 Expected date of the contract award : Oc‑

tober 10, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Absence

of Competition for Technical Reasons

 Contact point for the notice : Kouji Sano,

Director, Accounting Division, National

Hospital Organization Ureshino Medical

Center, 47601 Shimojuku, Ureshino‑mac‑
hi, Ureshino‑shi, Saga‑ken 8430393, Japan
TEL 0954431120 ext. 3200

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 25 日
独立行政法人国立病院機構
嬉野医療センター院長 力武 一久

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 41
〇第 13606 号（№13606）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入物品及び数量 動画像ネットワークシ
ステム向け仮想サーバー

２ 随意契約の予定日 令和８年10月15日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「技術的理由によ
る競争の不存在」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
㈱ティエスイー

５ 担当部局 〒8430393 佐賀県嬉野市嬉野町
大字下宿甲4760１ 独立行政法人国立病院機
構嬉野医療センター 企画課長 佐野 浩史
電話0954431120 内線3200
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６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Virtual server for Moving image

network system, 1 set

 Expected date of the contract award : Oc‑

tober 15, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Absence

of Competition for Technical Reasons

 Contact point for the notice : Kouji Sano,

Director, Accounting Division, National

Hospital Organization Ureshino Medical

Center, 47601 Shimojuku, Ureshino‑mac‑
hi, Ureshino‑shi, Saga‑ken 8430393, Japan
TEL 0954431120 ext. 3200

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 25 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 134 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 汎用ヒューマノイド
ロボット 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月14日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称

TechShare株式会社
５ 担当部局 〒3058561 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合研
究所 つくばセンター中央事業所１群１１棟
３階 調達部 前田 華子 TEL0503522
4939
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : General‑Purpose Humanoid Ro‑

bots 1 set

 Expected date of the contract award :

September 14, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : MAEDA

Hanako, Tsukuba Central 1, Procurement

Division, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035224939

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 25 日

株式会社日本政策金融公庫
管財部長 佐藤 信一

◎調達機関番号 127 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 共通システムの業務
要件定義と特定サービスのFit＆Gap分析に
係る調査 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月28日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
フューチャーアーキテクト株式会社

５ 担当部局 〒1000004 東京都千代田区大手
町１９４ 株式会社日本政策金融公庫管財
部契約課 水澤 麻衣 電話0332701552
６ Summary

 Classification of the products to be Pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Commissioning of a study on the

business requirements definition for the

common system and the Fit‑and‑Gap analy‑

sis of specific services, 1 set

 Expected date of the contract award Sep‑

tember 28, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice :

MIZUSAWA Mai, Property Administra‑

tion Department, Japan Finance Corpora‑

tion, 194 Otemachi, Chiyoda‑ku,

Tokyo, 1000004 Japan. Tel 033270
1552

随意契約に関する公示
ＮＴＴ東日本株式会社公告第 13 号
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 25 日

ＮＴＴ東日本株式会社
関東病院長 大江 隆史

◎調達機関番号 125 ◎所在地番号 13
〇東総医関 00020004069501 号
１ 調達内容
 品目分類番号 22
 購入等件名及び数量 ナースコールシステ
ムの更改

２ 随意契約の予定日 令和８年10月５日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
アイホン株式会社

５ 担当部署
〒1418625 東京都品川区東五反田５９
22
ＮＴＴ東日本株式会社関東病院
運営企画部 契約担当
電話：（03）34486126

６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Product : Upgrade of the nurse

call system

 Expected date of the contract award : Oc‑

tober 5, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : NTT

MEDICAL CENTER TOKYO 5922 Hi‑
gashi‑gotanda Shinagawa‑ku Tokyo 141
8625 Japan

MAIL : nmct.kokucho-ml@east.ntt.co.jp

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 25 日
契約責任者
株式会社かんぽ生命保険
代表執行役副社長 立花 淳

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 随意契約に付する事項 2026年度資産運用
分析システムの追加機能開発（フロントシス
テム周辺開発）

２ 随意契約の予定日 令和８年９月15日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
ニッセイ情報テクノロジー株式会社

５ 担当部局 〒1008794 東京都千代田区大手
町二丁目３番１号大手町プレイスウエストタ
ワー12階 株式会社かんぽ生命保険総務部契約
担当 山谷 仁 電話0334772581
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Additional Development of Ana‑

lytical System for Investment management

 Expected date of the contract award : 15

September 2026

 Reasons for the use single tendering

procedures as provided for in the Agree‑

ment on Government Procurement : ｃ In‑
terchangeability

 Contact point for the notice : Hitoshi

Yamaya, General Affairs Department,

JAPAN POST INSURANCE Co., Ltd.

Otemachi Place Westtower 31 Otemachi
2‑chome Chiyoda‑ku Tokyo 1008794,
Japan. TEL 0334772581
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